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発達障がい児に対する折説明を用いた算数学習の支援
福丸奈津子・大森 恵・湯澤正通
Support for elementary school children with developmental disorders
when learning to solve arithmetic word problems
Natsuko Fukumaru, Megumi Ohmori, and Masamichi Yuzawa
Abstract: This study examined the effects of the use of folding work sheets in helping 
children with developmental disorders to learn how to solve arithmetic word problems. In a 
pre-test, the children solved different kinds of subtraction problems. Problems similar to any 
that a child found difficult to solve were chosen for use in 10 trials in which the child and an 
adult supporter solved the same kinds of problems together. The children also receive tests to 
measure their working memory. In the first half of the trials, the supporter helped the children 
to solve problems with a pencil and paper by oral instruction only. In the second half of the 
trials, the supporter provided the children with work sheets that should be folded step-by-step 
so that the children could focus their attention on the part they were solving at that moment. 
Between the first and the second half of the trials, and in a post-test, the children solved 
different subtraction problems alone. The learning processes were analyzed. The findings 
suggested that the folding work sheets would be useful for children with developmental 
disorders when solving word problems. Children with poor working memories seemed to 
easily understand the meaning of the arithmetic problems with the support of the folding work 
sheets. Moreover, the folding work sheets seemed to encourage children with normal working 
memory, but with poor attentional control, to continue paying attention when learning.
キーワード：elementary school children, developmental disorder, arithmetic word problems, 













は，変化しない 2 つの数量に関する問題であり，結合は 2 数量の集合に関する問題，比較は 2 数量





2 つ目は未知数の位置である。Riley et al. (1983) によると，加減算のどの意味構造の問題にも 3
つの数が含まれており，そのうちのどれを未知数とするかによっても難易度は異なる。例えば，比
較では，比較量および比較基準量と，それらの差にあたる数の計 3 つが問題中に出てくる。なお比
較量とは，“Joe の持っている飴は，Tom より 5 個多い”という文における Joe の飴の数，比較基準量
は Tom の飴の数である。このうち比較基準量が不明の場合は，差や比較量が不明の場合より正答率
が低く，この傾向は小学 1 年生から 3 年生までのどの学年でも見られた。






















そこで本研究では，アセスメントで分析する認知特性として，WM 特性に着目した。渡辺他 (2014) 














小学 3, 4 年生の児童 3 名が研究に参加した。全員，放課後等デイサービスを利用していた。
A 児 小学 3 年生の男子児童であった。学校では情緒の特別支援学級に在籍していた。医療機関
からアスペルガー症候群の傾向を指摘されたが，正式な医学的診断を受けていなかった。
B 児 小学 3 年生の女子児童であった。学校では通常級に在籍していた。医療機関から高機能自
閉症との診断を受けていた。














WMの測定 コンピュータベースのテストを行った。内容は，言語的短期記憶（Game 1, 4），視
空間的短期記憶 (Game 2,5)，言語性 WM (Game 3,7)，視空間性 WM (Game 4,8) が各 2 課題の，計 8
課題であった (課題について，http://home.hiroshima-u.ac.jp/hama8/assessment.htmlを参照)。
支援 折説明のプリントは，湯澤他 (2013) を参考に，問題文を区切ったり，絵や図を取り入れ
たりして作成した。プリント内の絵や図の一部は，山田 (2015a) の図を加工した物を使用した。プ




本研究で使用した文章題は，プリテスト 1 は東原・前川 (1997) の合併，比較，増減を，それ以









題は，折説明支援と同様に山田 (2015a) を参考に作成し，プリント 1 枚につき 1 問とした。問題文
のみを提示して，対象児童が解決につまずいた場合のみ，問題文を絵で示す等の介入を行った。来


















WM を測定した結果を Figure 1 に示した。特に，言語的短期記憶を測定する Game 1, 5 の得点が，
同年齢の平均値より 1SD 以上低く，言語領域のワーキグメモリに弱さが見られた。また，視空間領
域でも，Game 2，Game 8 の得点は年齢平均であるものの，Game 4 の得点が低く，視空間性 WM に
弱さが見られた。
Figure 1. A 児の WM 測定結果
介入仮説 プリテスト 1 で誤答した，比較の比較基準量が不明の場合に対して介入を行った。プ
リテスト 2 での様子から，A 児は 2 つの数量の差に関する記述を正確に読み取ることが難しいと思
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くいと思われた。そこでこの設問を，折説明支援の 3 回目から付録 1 に示した形に変更した。比較
基準量にあたるものを消すという作業を行うことで，2 つの数量を比較し，そのうちの片方が少な
いということが分かりやすくなり，減算のイメージを持ちやすくなると考えた。
口頭支援 5 回の支援のうち 2 回は，研究実施者の介入がなくても正解できた。また 1 回は，文
を読んだだけでは意味を理解できなかったが，実施者が口頭で簡単に内容を説明すると，すぐに正
しく答えられた。一方，あとの 2 回は，誤って加算を行った。そのうちの 1 回は，プリント実施前
に読んでいた漫画本を読み終えることができず，プリントを終わらせた直後に再び本を読み始めて
いた。またもう 1 回は，問題文の“(玉入れで) 1 回目は 2 回目より 9 個多く入りました”という部分































WM を測定した結果を Figure 2 に示した。どの Game においても，同年齢の平均値と 1SD 以上の
開きは見られなかった。B 児の WM は，年齢相応であり，文章題の苦手さは，WM によるものでは
なく，自閉症の発達特性によるものであると推測される。
Figure 2. B 児の WM 測定結果









口頭支援 5 回の支援のうち 4 回は，研究実施者の介入がなくても減算を実施することができた。
しかしそのうちの 1 回は，小さい数から大きい数を引く誤りが見られた。また正解できたときであ
っても，席につき落ち着いてプリントに取り組むことができないこともあった。
5 回の支援のうち，残り 1 回は，問題文には出てくるが立式には必要ない数字を計算に用いたり，
加算や乗算を行ったりした。問題文をどのように理解しているのかを知るため，文の内容を絵にし
てもらったが，詳しく描くことができなかった。実施者が問題文を絵にして対象児童に見せたとこ
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WM を測定した結果を Figure 3 に示した。どの Game においても，同年齢の平均値と 1SD 以上の
開きは見られなかった。時計の問題の苦手さは，WM によるのではなく，本児の発達特性によるも
のと推測された。
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B 児が取り組んだ折説明プリントの例 (結合) 
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付録 2-2 










Effects of experimental procedures on lie recognition 
Yosuke Ito and Yasuko Morinaga
It has been pointed out that conventional experimental procedures might distort results 
about lie recognition. Levine (2014) argues in his Truth–Default Theory (TDT) that people 
usually trust others but that they can quickly abandon their trust when witnessing a trigger 
event in which they examine why the person told a lie. He also stated that asking participants 
to judge which stimulus persons are lying in experiments can work as a “lie prime” (i.e., a 
trigger event). Furthermore, when participants are asked to think about lies, this may increase 
the estimated frequency of lies. We conducted two studies to investigate the effects of the 
following instruction: “Please determine who told a lie.” Instead of asking participants to 
determine who is lying, we asked participants to give their impressions of stimulus persons, 
based on the presumption that an individual positively evaluates others who tell the truth. 
Study 1 employed a between-participant design but we found that the instructions had no 
significant effects. Study 2 employed a within-participant design and we found that the lie 
instructions had significant effects on lie recognition in evaluating stimulus persons. In the 
without-lie-instruction condition, stimulus persons were more likely to be positively evaluated 
than those in the with-lie-instruction condition. Our study suggests that researchers should be 
more careful about what instructions they give to participants in lie recognition experiments.  













Reinhard, Greifeneder, & Scharmach, 2013) 。人間の虚偽検出の正確性については，チャンスレベルを




摘されている (e.g., Levine, 2014, McCornack, Morrison, Paik, Wisner, & Zhu, 2014) 。そのうちの 1 つ
として，Levine (2014) は，真実デフォルト理論 (Truth-Default Theory: TDT) の中で， “虚偽のプラ
イム” の有無が実験結果に影響を及ぼしていることなどを論じている。この指摘に関して，先行研
究に触れながら説明すると，例えば，伊藤ら (2015) の研究では，嘘の入った刺激を参加者に提示











TDT とは，McCornack & Parks (1986) の “真実バイアス理論” をベースにした，虚偽と虚偽検
出に関する理論である。 “真実バイアス” とは， “本当に正直かどうかとは関係なく，他者が正










トリガー) には以下の 5 つの種類がある。それは，1. 計画された動機。2. 不誠実な態度と関連した
行動の提示。3. メッセージ内容の一貫性のなさ。4. コミュニケーション内容と既有知識との不一
致。5. 第三者からの警告の 5 つである。特に，第三者からの警告は真実バイアスの低下を促進し (e.g., 
McCornack & Levine, 1990) ，計画された動機についても嘘をつく意図の明示により真実バイアスの

























以上を踏まえ本研究では，“嘘がある (誰が嘘をついているか判断してください) ” という教示
(以下：嘘の教示) の有無が虚偽認知と虚偽検出に及ぼす影響について検討する。これに加えて，本
研究では， “計画された動機” というトリガーに抵触する条件を設ける。さらに，“メッセージ内
容の一貫性のなさ” や “コミュニケーション内容と既有知識との不一致” に抵触する条件も設け
る。これについて，本研究で扱う刺激の中には，伊藤ら (2015) の実験で “不自然である” と評
― 21―
価されたものも含まれている。この “不自然である” と評価された刺激 (以下：不自然刺激) が，
“不自然である” と評価されるのは，上述の 2 つのトリガーに抵触しているためと推測できる。本
研究では，これらの教示内容と不自然な内容の動画を用いて，複数のトリガーに抵触する条件につ






を問題とし，例え同じトリガーが複数ある場合でも，トリガー数は 1 と考える。例えば， “今から
見ていただく人物の何人かは嘘の内容を話しています” という教示も， “今見ていただいた人物
は本当のことを話していたと思いますか，嘘を話していたと思いますか”という教示も，同様の“第
三者からの警告” にあたり，こうした教示が複数あった場合でも， “第三者からの警告” につい












尺度 (山岸・小見山, 1995) を取り上げる。一般的信頼とは， “開かれた社会における自立した個
人が持つ，他者一般ないし人間性一般に対する信頼” と定義される。従来の虚偽検出実験では，一
般的信頼と虚偽検出の正確性との関連は見られておらず (伊藤ら, 2015) ，また信頼感の高低と騙さ





刺激内容 普通＝0 不自然 = 1 普通＝0 不自然 = 1 普通＝0 不自然 = 1
合計トリガー数 0 1 1 2 2 3






本研究の仮説は以下の 4 つである。第 1 に，嘘教示無条件の参加者は，真実デフォルト状態であ
るため，嘘教示有・動機無条件に比べて刺激人物への評価が高くなる (仮説 1a：Table 1 の嘘教示無
条件と嘘教示有・動機無条件の比較) 。また，トリガーが多いほど刺激人物への評価が低くなる (仮
説 1b: Table 1 の合計トリガー数による比較) 。第 2 に，嘘判断 (誰が嘘をついているか判断する) の
段階では，嘘があるかもしれないという第三者からの警告があるため，嘘教示が無かった参加者も
真実バイアスが低下する。その結果，嘘教示の有無によって他者の言っていることを真だと判断す
る割合 (以下：真判断割合) では差が見られなくなる (仮説 2a: Table 1 の嘘教示無条件と嘘教示有・
動機無条件の比較) 。しかし，他のトリガー (動機の有無，不自然か否か) については人物評価の
段階においても，嘘判断の段階においても，同様にトリガーに抵触しているため，トリガーの数の
影響は見られる (仮説 2b) 。第 3 に，教示内容の違いによって，虚偽検出の正確性が変わることは




説 4) 。仮説 1 から仮説 3 については研究 1 と研究 2 で，仮説 4 については研究 1 で検討する。






1. 実験参加者 国立大学の学生 60 名 (男性 35 名，女性 25 名，年齢 19.9 歳，SD=1.51)
2. 実験計画 教示内容 (3:嘘教示有・動機有条件/嘘教示有・動機無条件/嘘教示無条件：参加者間
要因) ×刺激の内容 (2:普通刺激/不自然刺激：参加者内要因) × 刺激真偽(2:真刺激/嘘刺激：参加者
内要因) の 3 要因混合計画。 “動機有条件” とは “『刺激人物は 「うまく嘘をつけた人には謝礼
が上乗せされる」 という教示を得ている』 と知らされる条件” であり，これは TDT における，
“1. 計画された動機がある” というトリガーに抵触するものと考えられる。 “不自然刺激” と
は，伊藤 (2015) での刺激選定段階において，“内容が不自然である” と評価された動画であり，
研究 1 では，嘘刺激の中に 4 本含まれている。
3. 刺激 伊藤ら (2015) で使用した刺激を用いる。この刺激は以下の手続きにより作成したもの
である。まず，私立大学の大学生 9 名 (男性 6 名・女性 3 名) に好きな・嫌いなテレビ番組とその
― 23―
理由について，好きな番組を好き (真刺激) ，好きな番組を嫌い (嘘刺激) と言ってもらい，その様
子を録画した (嫌いな番組についても同様) 。研究 1 では，これらの刺激を組み合わせ，8 本 (内訳
として真刺激 4，嘘刺激 4，また好きな動画についての刺激 4，嫌いな動画についての刺激 4) から
なる虚偽刺激セットを 2 種類 (合計 16 本) 作成した。2 種類のデータセットの再生時間については
有意差がなかった (ns.) 。また，1 つのデータセットには同じ刺激人物は含まれず，刺激人物の提
示順序および真刺激と嘘刺激の提示順序はランダムに行った。















5. 測定項目 ① 一般的信頼尺度 (6 項目，7 件法) ，②各刺激人物への評価：伊藤 (2015) が使
用した関係継続意思 “その人物と仕事のパートナーになりたいと思うか” 1 項目に加え，大工・
釘原 (2015) が使用した態度に関する 3 項目 ( “魅力的だ” ， “良い印象を抱く” ， “嫌いだ
(逆転項目) ”の計 4 項目を使用した (5 件法) 。③虚偽判断 (1 本の刺激について虚偽判断，2 件法) ，
④フェイス項目 (性別・年齢) 
結果  
1. 仮説 1の検討  8 人の刺激人物それぞれに対して，4 つの評価項目の平均点を算出し，好意度
とした (α＝.708~876) 。まず，仮説 1a についての検討を行った。独立変数を嘘教示の有無 (嘘教示
無条件と嘘教示有・動機無条件) ，従属変数を 8 人の人物への好意度とした対応のない t 検定を行
った。その結果，嘘教示無 (M = 3.034, SD = 0.276) と嘘教示有 (M = 2.939, SD = 0.262) との間に有














なかった (F(3,476) = 0.423, ns, ηp 2 = .003) 。従って，トリガーが多いほど刺激人物への評価が低く
なるという仮説 1b も支持されなかった。
2. 仮説 2 の検討 まず，仮説 2a の検討を行った。独立変数を嘘教示の有無 (嘘教示無条件と嘘
教示有・動機無条件) ，従属変数を真判断割合とした対応のない t 検定を行った。その結果，嘘教
示無 (M = 0.647, SD = 0.068) と嘘教示有 (M = 0.563, SD = 0.111) との間に有意差が見られ (t(38) = 
2.918, p = .006, d = .905) ，嘘教示無条件の方が嘘教示有・動機無条件よりも真判断が多かった。こ
の結果から，嘘教示の有無によって真判断割合に差が見られないという仮説 2a は支持されなかった。
次に仮説 2b の検討を行う，独立変数をトリガーの合計数，従属変数を真判断割合とした一元配置
分散分析を行った 。その結果，トリガーの数の主効果は見られなかった (F(2,476) = 0.645, ns, ηp 2
= .003) 。また，以上のことから，教示の有無以外のトリガーの影響が見られるという仮説 2b は支
持されなかった。  
3. 仮説 3の検討 独立変数を教示内容 (嘘教示無/嘘教示有・動機無/嘘教示有・動機有)，従属変
数を虚偽検出の正確性とした一元配置分散分析を行った。その結果，教示内容の主効果は見られな
かった (F(2,57) = 0.932, ns, ηp 2 = .032; Figure 1) 。しかし，効果量 ηp 2が.032 と小さな効果量を示し
ていたことから，教示内容によって，虚偽検出の正確性が変わることはないという仮説 3 について
も支持されなかった。
4. 仮説 4 の検討 一般的信頼尺度の 6 つの項目の回答の平均値を一般的信頼得点とした (α
＝.81) 。一般的信頼得点の平均点で，一般的信頼低群と一般的信頼高群に分け，独立変数を一般的
信頼の高低と刺激真偽，従属変数を好意度として，教示内容別に 2 要因の分散分析を行った。その
結果，嘘教示無条件において，一般的信頼の主効果 (F(1,17) = 0.195, ns, ηp 2 = .011) ，刺激真偽の主









研究 1 では，TDT に基づき，トリガーに抵触する条件が，好意度および虚偽検出にどのように影
響を与えるのか，また一般的信頼の影響についての検討を行った。




仮説 1a が支持されなかった原因として，以下の 3 つが考えられる。まず 1 つ目に間接的に虚偽認
知を測定する項目として，好意度が適していない可能性である。従来の研究から，関係継続意思を






は “どちらでもない” という “真か偽か全く分からない” という言わば未回答とも言える選択
肢を用意した。その結果として，真実デフォルトの放棄が促進されている状態にあったとしても，
嘘かどうか確信が持てない状態では “どちらでもない” を選択してしまいやすくなったのではな
いかと考えられる。実際に，研究 1 においては全体でも約 3 割，刺激人物によっては約 5 割の項目
で “どちらでもない” が選択されていた。3 つ目に嘘教示の有無の操作を参加者間で行っていた









2. 仮説 2の検討 まず，仮説 2a について，仮説 2a は，嘘教示の有無によって他者の言っている
ことを真だと判断する割合 (以下：真判断割合) では差が見られなくなるというものであったが，
仮説 2a は支持されなかった。仮説 2a が支持されなかった理由として以下のことが考えられる。こ
の理由として，同じトリガーが複数あることの影響が考えられる。つまり，嘘教示有・動機無条件




次に，仮説 2b の検討を行う。仮説 2b は，教示の有無以外のトリガーの影響が見られるという仮
説 2b というものであったが，これについても支持されなかった。他のトリガーの影響が見られなか
ったことについては，仮説 1b の検討で考察した内容が関わっている為ではないかと考えられる。
3. 仮説 3の検討 仮説 3 は，教示内容の違いによって，虚偽検出の正確性に差が見られないとい
うものであった。しかし，仮説 3 についても支持されなかった。このことについて，Figure 1 では，
嘘教示無条件と嘘教示有・動機無条件との間は効果量が非常に小さかった (d = -.016) 。一方，多重
比較の結果，嘘教示無条件と嘘教示有・動機有条件との間 (d = .358) および嘘教示有・動機無条件
と嘘教示有・動機有条件との間 (d = .374) にはそれぞれ小さな効果量が見られた。小さな効果量が
見られた理由については，動機有条件の参加者が他の 2 つの条件の参加者にはない観点からも，虚
偽検出を行おうとした可能性が考えられる。例えば，非常に具体的な刺激で，大抵の人が真だと思
ってしまうような刺激についても， “報酬がもらえる (動機がある) からより見破られにくい嘘を
つこうとしているのではないか” などと思ってしまう可能性があるのではないだろうか。















実験する。実験を参加者内計画で行うことにより，上述した研究 1 の仮説 1 における “参加者間で
の実験の場合，参加者がもともと持っている相手への好意判断の基準が統制できない” という問題
を回避できると考えられる。しかし，参加者内要因にするために， “計画された動機” の教示の
有無は検討しないことにした。また，研究 2 では虚偽認知を測定する項目として， “信用できる”
(以下：信用) ， “その人物はそのテレビ番組が好きだと感じる” (以下：番組好意) という 2 項目
を加えた。これらの 2 項目について尋ねることで，嘘の可能性を参加者に認知させることなく，参
加者の虚偽認知をより直接的に尋ねることができると考えられる。また，人物への評価を尋ねる際





1. 実験参加者 国立大学の学生 32 名 (男性 13 名，女性 19 名，年齢 19.1 歳，SD=0.76)
2. 実験計画 教示内容 (2:嘘教示有条件/嘘教示無条件：参加者内要因) ×刺激の内容 (2:普通刺
激/不自然刺激：参加者内要因) × 刺激真偽 (2:真刺激/嘘刺激：参加者内要因) の 3 要因参加者内計
画。
3. 刺激 研究 1 で使用した刺激の中から，参加者が好きなテレビ番組として述べているもの (嘘
刺激においては実際は嫌いなテレビ番組) のみを選び，虚偽刺激セットを 2 種類作成した。2 種類
のデータセットの再生時間については有意差はなかった (ns.) 。さらに，研究 2 では，不自然刺激
が，嘘刺激の中に 2 本，真刺激の中に 1 本含まれている。また，1 つのデータセットには同じ刺激
人物は含まれず，真刺激，嘘刺激の提示順序はランダムで行った。また，刺激の提示順序について，
研究 2 では以下のような条件を設けている。(1) 実験全体で，嘘教示無条件で用いる刺激人物の提
示回数と，嘘教示有条件で用いる刺激人物の提示回数が同数になるようにする。例えば，刺激人物
A は嘘教示無条件で 16 回，教示有条件で 16 回提示される。(2) 実験全体で，最初に提示される刺
激人物は刺激人物毎に同数になるようにする。これらの制限を設けた理由は以下のようなものであ




制するために制限 1 を設けた。制限 2 についても，最初に提示された刺激を後の評価の基準とする
可能性がある。そういった刺激提示の順序による影響を極力減らすため，上述のような制限を設け
た 。
4. 手続き 研究 1 とほぼ同様の教示を行った。ただし，動画についての説明を “登場人物が，
好きなテレビ番組について話している” に変更した。最初に嘘教示無条件での教示を行った後 4
本の刺激提示を行った。研究 1 と同様に，1 人提示するごとにその人物に対する評価について回答
を求め，4 本提示後，虚偽判断についての回答を求めた。その後，嘘教示有条件の教示を行い，嘘
教示無条件と同様の手続きを行った。研究 2 において虚偽判断を 4 本ずつで行ったのは，嘘教示無
条件と嘘教示有条件での刺激提示からの記憶の鮮明さを統制するためである。その後，“他者の印
象を答える際に何を基準に判断したと思いますか” および“嘘を話していたかどうかを判断する際




5. 測定項目 ①各刺激人物への評価 (6 項目，4 件法) ，②虚偽判断 ( 1 本の刺激について虚偽判













1. 仮説 1の検討 8 人の刺激人物それぞれに対して，相手への評価 6 項目について確認的因子分
析を行ったところ，8 人中 6 人において，番組好意得点の共通性，8 人中 2 人において信用得点の共
通性が小さかった (< .20) 。その為，8 人の登場人物それぞれに対して，研究 1 と同様の 4 項目の平
均点をまとめて好意度 (α ＝ .703~869) とし ，他 2 項目については 1 項目ずつの検討を行った。
まず，仮説 1a についての検討を行った。独立変数を嘘教示の有無，従属変数を好意度，信用得点，
番組好意得点として，対応のある t 検定をそれぞれ行った。その結果，従属変数が好意度 (t(31) = 
-1.166, ns, d = -.258) および信用得点 (t(31) = -0.376, ns, d = -.095) の場合においては，嘘教示の有無
による違いは見られなかったものの，番組好意得点において，嘘教示無 (M = 2.680, SD = 0.403) と




数が好意度 (F(2,253) = 1.141, ns, ηp 2 = .009) および信用得点 (F(2,253) = 1.174, ns, ηp 2 = .009) の場
合にはトリガーの数の主効果が見られなかったものの，番組好意得点の場合にはトリガーの数の主
効果が見られた (F(2,253) = 11.253, p =000, ηp 2 = .082; Figure 2) 。従って，トリガーが多いほど刺激
人物への評価が低くなるという仮説 1b についても支持された。
2. 仮説 2 の検討 まず，仮説 2a の検討を行った。独立変数を嘘教示の有無，従属変数を真判断
割合として対応のある t 検定を行った。その結果，嘘教示無 (M = 0.555, SD = 0.165) と嘘教示有 (M
= 0.500, SD = 0.220) との間に有意差は見られなかった (t(31) = 1.365, ns, d = .282) 。効果量 d は小さ
な効果量を示しているものの，仮説 1a における効果量 d と比較すると小さくなっている。このこと
から，嘘教示の有無によって真判断割合に差が見られなくなるという仮説 2a は支持されたと言える。
次に，仮説 2b の検討を行った。研究 2 では，トリガーが嘘教示の有無と刺激内容しかないため，
独立変数を刺激内容 (不自然刺激/自然刺激) 従属変数を真判断割合とした対応のある t 検定を行っ
た。その結果，不自然刺激 (M = 0.375, SD = 0.402) と普通刺激 (M = 0.570, SD = 0.202) との間で有
意差が見られた (t(31) = -2.275, p = .030, d = -.615) 。以上のことから，嘘教示の有無以外における他
のトリガーの影響は見られるという仮説 2b は支持された。  
Figure 2. トリガー数が番組好意得点に及ぼす影響
― 29―
3. 仮説 3の検討 独立変数を嘘教示の有無，従属変数を虚偽検出の正確性とした対応のある t 検
定を行った。その結果，嘘教示無 (M = 0.531, SD = 0.275) と嘘教示有 (M = 0.641, SD = 0.254) との
間で有意差が見られなかった (t(31) = -1.542, ns, d = -.415) 。しかし，効果量 d が小～中程度の効果
量を示していること，教示無群では虚偽検出の正確性がチャンスレベルを超えていなかった (t(31) 
= 0.643, ns) のに対して，嘘教示有群では，虚偽検出の正確性がチャンスレベルをわずかに超えてい
る (t(31) = 3.138, p = .004) という結果から，トリガーの有無によって，虚偽検出の正確性が変わる
ことはないという仮説 3 は支持されなかったと言える。 
 
考察 
研究 2 では，研究 1 の問題点について修正を行い，トリガーに抵触する条件が，虚偽認知・虚偽
検出にどのように影響を与えるのかについての検討を行った。










係継続意思に影響を及ぼしているし，研究 2においても，番組好意得点は好意度 (r = .47, p < .001) お
よび信用得点 (r = .54, p < .001) と中程度の相関を示している。このことから，真実デフォルトの放
棄が必ずしも相手への印象評価につながらないとは言えないのではないだろうか。
また，仮説 1a と同様に，番組好意得点の場合にはトリガーの数の主効果が見られたことから，仮
説 1b についても一部支持された。これについて，トリガーの数が多い (嘘教示有+不自然刺激) ほ
ど，番組好意得点は低かった。このことから，不自然刺激かどうかについても，トリガーとして，
話者に対する虚偽認知に影響を及ぼすことが示唆される。仮説 1ab が研究 1 では支持されず，研究
2 では部分的に支持されたことについては，連続して視聴した動画の数が影響した可能性が考えら
れる。つまり，研究 1 では上述したように，参加者は 8 本の刺激を連続して視聴したため，不自然
刺激を視聴しても，数ある個人特性の 1 つとして捉えられやすくなった可能性が考えられる。一方，
研究 2 では，その半数である 4 本の連続視聴に留まっていたために，不自然刺激は個人特性の 1 つ
として捉えられにくくなりトリガーとして機能したのではないだろうか。





れなかったことについては，研究 1 と 2 で虚偽判断に回答した刺激人物の数が影響したものと考え
られる。つまり，研究 1 では全刺激を見終わったのち 8 人の刺激人物について回答を得た。一方で
研究 2 では 4 人ずつの刺激人物について回答を得た。そのため，真実デフォルトが放棄され，本当
か嘘かの確率 (50%) で判断しようとした場合に，4 人の場合だと 2 人の場合のみを 50%だと思うこ
とが多い一方で，8 人の場合だと 5 人や 3 人の場合でも約 50%だと思うことが多いのではないだろ

















トリガーの “第三者からの警告” に対応した条件として嘘教示の有無を設定し，トリガーの “計
画された動機” に対応した条件として動機教示の有無，トリガーの “メッセージ内容の一貫性の
なさ” および “コミュニケーション内容と既有知識との不一致” に対応した条件として刺激内容
の不自然さとして検討を行った。結果として，虚偽認知を好意度として捉えた場合にはトリガーの
影響が見られず，虚偽認知を真判断割合として捉えた場合では，嘘教示の有無による影響が見られ
た。研究 2 では，研究 1 の問題点を修正して研究を行った。その結果，虚偽認知を好意度として捉
えた場合にはトリガーの影響が見られ，虚偽認知を真判断割合として捉えた場合では，嘘教示の有
無による影響が見られなくなった。このことから，嘘に関する実験の結果は実験方法に依存してい
ることが示された。また，他のトリガーについての重要性についても示唆された。研究 1 および 2
において好意度および信用得点において実験操作の影響が見られなかったことについては，研究 2
で行った自由記述によりその理由が示唆される。印象判断の基準についても，嘘判断の基準につい
ても， “話し方” ， “手足の動作” ， “声のスピード” などの同様の回答が得られ，特に，
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“視線 (目の動き) ” という項目については，印象判断の基準 (24 人) でも，嘘判断の基準 (16 人)
としても共に半数以上が判断の基準として挙げている。これらのことからも，好意度などの印象判
断と，虚偽判断は関係が深いことが示される。しかし，10 人以上が印象判断と嘘判断の基準として
回答した項目として，印象判断においては “表情” (11 人) ， “声” (12 人) ， “手足の動き”




























の放棄が促進されたにもかかわらず (Levine, Kim & Blair, 2010) ，本研究においては有意な影響が見









容の一貫性のなさ” や “コミュニケーション内容と既有知識との不一致” に対応した条件として
不自然刺激を用いた。しかし，McCornack (1992) の “情報操作理論” によると，会話の参加者が
守るべきとされる会話の公準を破る発言は欺瞞的であると判断されるとしている。会話の公準には，
関係のあることを述べるという “関係の公準” や，曖昧な表現や冗長さを避けるという “様式の
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A study on yutori:
The relationships between yutori and depression, anxiety, optimism, and pessimism
Ryota Kobayashi, Makoto Miyatani, and Takahi Nakao
The Japanese word yutori is commonly used. Previous research has reported that yutori of 
the mind is essential for a happy life. However, most of the results included in previous 
studies were obtained without empirical data. Thus, to find broader knowledge about yutori,
we conducted an empirical study on the relationships between yutori and depression, anxiety, 
optimism, and pessimism. We presented 62 healthy Hiroshima University students with 
questionnaires. The questionnaires consisted of the yutori of mind scale, the State-Trait 
Anxiety Inventory, the Center for Epidemiologic Studies Depression Scale, and the Optimism 
and Pessimism Scale. The correlation analysis indicated that yutori has negative correlations 
with depression, anxiety, and pessimism. In contrast, a positive correlation was found between
yutori and optimism. These findings provide a strong evidence for the notion that yutori of 
mind is positively related to mental health.
































と (富田, 2012) を踏まえると，心のゆとりは抑うつや不安感と負に関連すると考えられる (仮説 1)。
また，心のゆとりは将来の不安なしに物事と関わることで生じ (通商産業省産業政策局, 1991)，
物事のリスクが低く認識されるときに得られやすい (長友・加瀬田, 2007) といった意見も述べられ
ている。こうした直観的主張が正しいのであれば，物事が上手く進み，悪いことよりも良いことが
生じるという予期をしやすい傾向である楽観性や，物事が上手く捗らず，悪い結果を予測する傾向






参加者 広島大学の学生 64名を対象に質問紙調査を行った。回答に不備があった者を除き 62名
(男性 25名，女性 37名，平均年齢 20.5歳) を分析対象とした。
調査内容 次の 4つの尺度ついて参加者に回答を求めた。







目が含まれる。全項目について普段の自分自身に当てはまる程度を 1から 6 で評定させた。
日本語版 Center for Epidemiologic Studies Depression Scale (CES-D ; 島・鹿野・北村・浅井 ,
1985) 参加者の抑うつ傾向を測定するために用いた。20 項目について直近の 1 週間で体験し
た日数を 4段階で回答を求めた。
日本語版大学生用 State-Trait Anxiety Inventory (STAI; 清水・今栄 , 1981) 参加者の不安傾
向を測定するために日本語版 STAI FORM ⅹ-II への回答を求めた。20 項目について，普段の
状態として該当する程度を 4 段階で回答させた。
楽観・悲観性尺度 (外山 , 2013) 楽観性と悲観性を独立した 2次元で捉え，測定する尺度で
ある。「楽観性」因子には「自分の将来は，良いことが起こると思う」，「自分の将来を楽しみ
にしている」といった 10項目が含まれる。「悲観性」因子には「私の将来は暗いと思う」，「何
かに取りかかる時は，失敗するだろうと考える」といった 10 項目が含まれる。外山 (2013) に
基づき，4段階で回答を求めた。
統計解析 分析には HAD14.401 (清水 , 2016) を用いた。
結 果 
これまで，心のゆとり感尺度が用いられた研究は富田 (2012) の他に見受けられないため，因子
構造の確認を行った。まず，先行研究同様の 3 因子構造を仮定した探索的因子分析 (最尤法・プロ

















に示した。心のゆとりと特性不安，抑うつ傾向，悲観性の間に負の相関が認められた (ps < .01)。心




因子については，モデルが有意であり (R2adj = .55, F (1, 58) = 73.89, p < .001)，特性不安の主効果が認
められた (β= -.75, t (58) = -8.59, p <.001)。「焦り・不安のなさ」因子についてもモデルが有意であ
り(R2adj = .53, F (2, 58) = 35.35, p < .001)，特性不安と抑うつの主効果が認められた (特性不安: β=
-.45, t (58) = -3.23, p <.01; 抑うつ: β= -.33, t (58) = -2.35, p <.05)。「対他的余裕」因子のモデルも有意
であり (R2adj = .40, F (2, 58) = 21.32, p < .001)，特性不安と悲観性の主効果が認められた (特性不安:
β= -.41, t (58) = -3.16, p <.01; 悲観性: β= -.30, t (58) = -2.29, p <.05)。
考 察 


















という予期をしやすく (戸ヶ崎・坂野, 1993)，困難な状況に対して積極的に関与すること (Carver, 
Blaney, & Scheier, 1979; Nes, Segerstrom, & Sephton, 2005)，接近的なコーピングを実行する傾向が強
いこと (Nes, & Segerstrom, 2006) が報告されている。物事への積極的関与，および接近コーピング
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Determinants of the use of self-regulated learning strategies among undergraduates 
 
Takashi Yamane, Hikaru Tanaka, Tomoka Enami, and Kazumitsu Chujo 
 
Self-regulated learning is considered to be an ideal learning form in which learners actively 
engage and control the learning process. Previous studies have shown that the use of 
self-regulated learning strategies is influenced by the effectiveness and cost of using such 
strategies. In this study, we focused on learning efficacy as a factor that affects the use of 
self-regulated learning strategies. We also examined the relationships among learning efficacy, 
use of strategies, effectiveness, and cost. A survey targeting undergraduates revealed that 
learning efficacy showed a positive correlation with the use of strategies and a negative 
correlation with the cost of using strategies. There was also a positive correlation between the 
use of strategies and the effectiveness of strategies. It was found that learners with low 
learning efficacy were less likely to use self-regulated learning strategies, and that they 
estimated that the cost of using these strategies was high. Thus, coaching to reduce the cost of 
strategies is important to support the use of self-regulated learning strategies by low learning 
efficacy undergraduates. 
 






主体的な学習に関して，自己調整学習 (self-regulated learning) の文脈で研究が行われてきた。 
自己調整学習は，学習者がメタ認知，動機づけ，および行動において，自分自身の学習過程に能





















関係が検討されている。藤田・富田 (2012) では，モニタリング方略 7 項目 (「これまでに学んだ
ことを活用して課題を行う」,「何を求められているのか考えてから課題をする」など)，プランニ
ング方略 5 項目 (「勉強は時間を決めてする」,「試験勉強の前には計画を立てる」など)，認知的方
略 4 項目 (「苦手な授業であってもよい成績を取ろうと努力する」，「本を読んで勉強するときは各

















 いる (藤田・富田, 2012)。そこで，本研究では，大学生を対象とした藤田・富田 (2012) の追試を行
い, 大学生の自己調整学習方略使用について，方略の有効性認知とコスト感という観点から再度検
討することを第一の目的とする。 













調査参加者	 大学生 165 名 (男性 10 名, 女性 155 名; 平均年齢 19.98 歳 (SD = 1.74)) であった。 













に，フェイス項目への回答を行った。調査時間は全体で 15 分程度であった。 
 
結	 果	 
	 分析に際して，回答に欠損のある参加者 1 名のデータを削除し，164 名のデータを分析対象とし
た。学習方略の使用，有効性認知，コスト感，学習効力感の平均値と標準偏差を Table 1 に示した。 
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平均値より高い参加者を効力感高群 (71 名)，平均値より低い参加者を効力感低群 (93 名) とし，自
己調整学習方略尺度の下位方略ごとに，方略使用，有効性認知，コスト感の平均評定値の比較を行
った。方略使用に関して，効力感 2 (高群・低群)×下位方略 3 (モニタリング方略・プランニング方
略・認知的方略) の 2 要因分散分析を行ったところ，効力感の主効果が有意であり (F(1, 162) = 11.06, 
p < .01, η²p = .06)，効力感高群が低群よりも方略をよく使用しているという結果になった。また, 下
位方略の主効果が有意であり (F(2, 324) = 6.18, p < .01, η²p = .04)，Shaffer の方法による多重比較の
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A review of the long-term psychological effects of radiation exposure 
in the cases of the atomic bombings of Hiroshima and Nagasaki
and the Chernobyl nuclear accident
Yuka Kamite, Hitomi Igawa, and Russell S. Kabir
Abstract
The unique history of nuclear weapons and nuclear power have created a host of 
unintended knock-on consequences to individuals and societies across the world through their 
development and deployment. This paper reviews the cases of the atomic bombings of 
Hiroshima and Nagasaki and the nuclear accident at Chernobyl for long-term effects on human 
psychological and social processes in victims and their families. Key aspects to the psychology 
of the atomic bomb experience were the phenomenon of “silence” in survivors and an anxiety 
about the possible unknown health and genetic effects of exposure, with relatively few issues 
observed in descendants. Children, women, clean-up workers, and migrants are known to be 
vulnerable or at-risk populations for mental health issues in Chernobyl. Implications for future 
research in this domain are discussed.  
Keywords: atomic bomb survivors; Chernobyl victims; mental health; radiation disaster; 
intergenerational transmission
Introduction
Over 70 years have passed since humans possessed the ability to harness the energy of 
the atom. In 1945, Hiroshima and Nagasaki became the first cities in history to experience the 
consequences of nuclear technology in the form of the atomic bomb. Nuclear weapons proliferated 
during the Cold War arms race between the United States of America and the former Soviet Union. 
In 1954, the lagoon known as Bikini Atoll near the Marshall Islands was subject to thermonuclear 
weapons testing. The nuclear fallout from tests affected island residents, but also caught a Japanese 
tuna fishing vessel known as the Lucky Dragon No. 5 (Daigo Fukuryū Maru) in the wake, exposing 
the twenty-three fishermen aboard to doses of radiation that resulted in substantial treatment for the 
exposure and one death. Attempts to manage the atom eventually led to successful uses of nuclear 
energy for commercial purposes through the development of nuclear power plants, but have 
implicated considerable public health crises in the process, namely the 1979 release of radionuclides 
from a partial nuclear meltdown accident at Three Mile Island (TMI) in Pennsylvania, U.S.A, and 
the 1986 Chernobyl nuclear accident in the former Soviet Union territory of Ukraine. Most recently, 
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the consequences of nuclear power plant incidents have been seen in the ongoing recovery from the 
widespread dispersal of radionuclides caused by the hydrogen explosion of the Fukushima Daiichi 
Nuclear Power Plant, which was triggered by the 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami. 
The long-term impacts of these events are related to the knock-on effects of contamination or 
exposure to radioactivity as a threat to human health and the environment, which can lead to the 
breakdown of affected communities and prolonged psychological and social consequences.
The purpose of this review is to outline the preponderance of research and perspectives 
on the consequences of radiation disasters in general and to give a detailed summary of the findings 
related to the psychology of both the aftermath of the atomic bombings of Hiroshima and Nagasaki 
and the nuclear accident at Chernobyl. Further emphasis will be placed on the long-term 
psychological effects imposed by radiation disasters, especially regarding their impact on successive 
generations, the role of risk perception and risk factors, and implications for future research in these 
domains.
1. The Atomic Bomb Exposure Context of Hiroshima and Nagasaki
1.1 The physical and psychological impacts of the atomic bomb
On August 6th, 1945, the first ever targeted use of a nuclear weapon in history was dropped 
on Hiroshima. A few days later, on August 9th, the second ever atomic bomb deployed in an act of 
war was dropped on the city of Nagasaki. The aftermath resulted in the deaths of an estimated 
140,000 people in Hiroshima and approximately 70,000 people in Nagasaki. Characteristic damage 
from the catastrophic explosion of the bombs included the extensive collapse of the built 
environment from the blast and ensuing widespread fires, severe injuries from the blast and burns 
from thermal rays, and health conditions caused by radiation exposure such as Acute Radiation 
Syndrome (ARS). Symptoms of intense fever, nausea, and diarrhea, were reported to have arisen in 
victims shortly after the event transpired. Hiroshima City medical records from 1950 showed an 
increase in patients with leukemia, and others from 1955 showed an increase in the frequency of 
malignant tumors related to thyroid cancer, breast cancer, and lung cancer after the bombing. 
Medical research related to the atomic bomb has been primarily concerned with cancer risk in 
atomic bomb victims, or hibakusha (Shimizu, Kato and Schull, 1990), the morbidity rate of 
leukemia (Preston et al., 1994), atomic bomb microcephaly from prenatal exposure (Miller & Blot, 
1972), and numerous other physical health issues.
The impact of the atomic bombs was not limited to the destruction of the physical 
landscape, but also took the form of various psychosocial hardships endured by survivors, to include 
the loss of friends and family and the experience of prejudice and social discrimination. Many 
hibakusha have expressed their feelings about the atomic bomb survivor experience through 
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literature and poetry, but nonprofit organizations have pointed out that actual psychological research 
and treatment for them has been relatively scarce, especially given the severity of the suffering and 
world historical significance of the bombing (Ohta et al., 2000; Honda et al., 2002; Sawada, 2004). 
Sawada (2004) discovered that one major reason for this was due to the “Press Code for Japan”
rules issued by the United States General Headquarters, who were in control of postwar transitioning 
until 1952. Historians have noted that the acting government had a hand in censoring official 
publications to intentionally obfuscate the aftermath of the atomic bombs as an extreme preventive 
measure against inciting nationalist protests to the American occupation. Even after the censorship 
order was lifted, researchers continued to focus on the biological and physical mechanisms behind 
the emergence of atomic bomb disease, with special attention to children born with microcephaly 
by atomic bomb survivors and effects to future generations. The next section outlines the albeit 
limited literature on the psychiatric and psychological research about atomic bomb survivors, their 
lasting mental health issues, and studies on their second and third generation descendants.
1.2 Psychiatric and psychological research with atomic bomb survivors
Several studies were conducted within the first ten years after the bombing. Okumura & 
Hikita (1949) reported as early as four months into the initial phase that heightened startle responses 
were observed in a subset of hibakusha, and that some appeared to have developed psychiatric and 
neurotic symptoms in later phases. Furthermore, Kubo (1951) accumulated interview surveys four 
years after the bombing and noted psychological and behavioral reactions immediately from the 
time it occurred up until the end of the war nine days later. His report explains a detailed, sequential 
account by hibakusha of witnessing a sudden and intense “flash”, followed by a state of momentary 
“blankness”, until a dreaded flurry of “panic” set in. Like many eyewitness testimonies of the event, 
this report proved valuable for our understanding of the thought processes that accompanied the 
atomic bomb experience.
Konuma, Furutani, and Kubo (1953) conducted a survey of atomic bomb survivors from 
Hiroshima 8 years after the bombing, and Nishikawa and Tsuki (1961) reported an 11-year post-
bombing follow-up of medical examinations of survivors in Nagasaki. Konuma et al. (1953) found 
that approximately half of those still living near the epicenter of the blast in Hiroshima reported a 
generalized fatigue throughout their body, a fear of sudden lights and sounds, and other signs that 
contemporary psychologists might recognize as post-traumatic stress symptoms. Nishikawa and 
Tsuki (1961) confirmed that a portion of the atomic bomb survivors in Nagasaki were experiencing 
symptoms of neurosis, and surmised that the factor of exposure to radiation might be directly 
involved in a neurotic disorder. It is from these reports that the existence of neurotic symptoms in a 
subset of hibakusha was verified and that an underlying link between radiation and neurotic disorder 
was established.
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In addition, psychiatrist of the extremes, Robert J. Lifton, made notable efforts to assess 
and record the psychodynamic implications of the hibakusha experience in his research. In his work, 
Death in Life: Survivors of Hiroshima, Lifton (1967) wrote about the psychological transitions that 
hibakusha described in their experiences about the time of the bombing through in-depth interviews 
over the course of seventeen years. Lifton described hibakusha as suffering from a kind of death 
imprint, survivor guilt, psychic numbing, and struggle for meaning, among other observations, and 
noted that the sheer singular nature of the atomic bomb experience and its “sense of special 
knowledge” was sometimes perceived as uniquely dehumanizing, which perhaps made it more 
difficult for hibakusha to come to terms with aspects of the experience over the long-term. Lifton 
went on to make similar observations about other traumatic experiences throughout the world, 
especially in his work with Vietnam veterans in the United States, where he testified in 
congressional hearings to recognize them as a class of symptoms which were initially rejected for 
political reasons. In 1978, Lifton and another colleague by the name of Chaim Shatan, successfully 
managed to lobby with the American Psychological Association to coin the diagnosis “post-
traumatic stress disorder” (PTSD) in the DSM-II (Stein, 2015).
The construct of PTSD more formally made its way to Japan after the occurrence of the 
Great Hanshin-Awaji Earthquake in 1995, and it was then that the traumatic stress perspective was 
finally applied to the mental lives of atomic bomb survivors. Ohta, Mine, Wakasugi, Yoshimine, 
Himuro, Yoneda, Yamaguchi, Mikita, and Morikawa (2000) used the Clinician Administered PTSD 
Scale (CAPS) criteria and structured interviews to begin the process of reporting the morbidity rate 
of PTSD, and afterwards the Japanese Ministry of Health, Labor and Welfare (MHLW), Nagasaki 
Prefecture, and Hiroshima City conducted an organized study within the PTSD framework. The 
MHLW (2001) carried out a survey of the General Health Questionnaire (GHQ) and the Impact of 
Events Scale-Revised (IES-R) to hibakusha living within 12 kilometers of the hypocenter in 
Nagasaki. While the use of the scales was generally concerned with overall physical health, mental 
health items were still within purview, and in a comparison between those who experienced the 
bomb and those who did not, those who did reported a poorer perception of their overall health 
condition, a longer medical history for physical illnesses, a greater frequency of perceived 
symptoms, lower ability to function well as a member of society due to their health condition, and 
an attitude that the atomic bomb experience is probably related to their increased medical visits and 
poorer perception of their present health status. From the convergence of this data on decreases in 
various standards of health, it was concluded that the cause of these issues was unlikely to be due 
to the radiation exposure from the atomic bombing itself, but rather driven from anxiety about the 
consequences of being an atomic survivor. This anxiety was particularly articulated in responses by 
hibakusha like, “I was probably exposed to a harmful level of radiation,” and “I think they might 
discover that I will suffer from aftereffects in the future.” It was also inferred that these anxious 
― 52―
thoughts and feelings by the survivors themselves might reflect some aspect of their experiences 
with social discrimination (Honda et al., 2002). 
The results of a survey carried out by officials from Hiroshima City (2010) showed that 
within cohorts of hibakusha, individuals who experienced direct exposure to “black rain” compared 
to controls reported more negative mental health issues like depression and anxiety and a greater 
tendency towards PTSD. The report also found that even into present day, a portion of atomic bomb 
survivors still experience traumatic reactions from the event. Also, while the majority of the trauma 
reactions were related to the tragic circumstances surrounding the bombing, radiation-related 
illnesses and their incumbent anxiety, confusion, and prejudice all shared a common theme as 
“unspoken” or “unspeakable” aspects of the postwar condition of atomic bomb survivors. It is now 
understood that the veil of silence on these topics functioned to obscure the transgressions of the 
atomic aftermath and has affected survivors over the course of their lives, as recent results of surveys 
have shown that some survivors still suffer from traumatic reactions tied to the atomic bomb 
experience today.
As the surveys from Hiroshima City have indicated, there are numerous aspects of their 
experience that hibakusha are not inclined to discuss with others. Sawada (2011) pointed out that 
many hide or remain deliberately silent about the fact that they are survivors out of a fear of the 
social consequences. Members of society, in turn, sense this reticence and become silent on the 
matter, incidentally reinforcing and “doubling” the silence. Sawada aptly recognized that this 
phenomenon in atomic bomb survivors bears resemblance to the one described in scholarship on 
Holocaust survivors known as the “conspiracy of silence” (Danieli, 1998), and can even occur 
within families to form a kind of “double wall” (Bar-on, 1995).
1.3 Research on second and third generation descendants of atomic bomb survivors
Early in the aftermath, there were great fears about the effects of radiation exposure from 
the atomic bombing on children, especially regarding the possibility that genetic effects or damage 
may be passed on to the unborn. An enormous and still ongoing set of epidemiological undertakings 
to investigate this and other possibilities known as the Life Span Study, Adult Health Study, and F1 
Studies were conducted by the joint Japan-U.S. initiative known as the Radiation Effects Research 
Foundation (RERF; formerly the Atomic Bomb Casualty Commission) as early as the late 1940s. 
The RERF and other research institutes have investigated effects on the survivors of Hiroshima and 
Nagasaki and their progeny with follow-up studies. In recent reports by Grant, Furukawa, Sakata, 
Sugiyama, Sadakane, Takahashi, Utada, Shimizu, and Ozasa (2015) using the massive data set of 
follow-up studies from 62 years since the bombing, it was confirmed that there is no evidence of 
harmful physical health effects in the second-generation offspring of atomic bomb survivors of 
Hiroshima and Nagasaki who were exposed to radiation. Numerous studies from other sources have 
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corroborated this point, and more specifically stipulate that clear evidence of genetic influences on 
the second generation has not been demonstrated at the present time (National Research Council, 
2006).
While research on the physical and biological effects of radiation and its influence on 
genetic mechanisms have made great strides toward our understanding and shown that harmful 
etiological effects to successive generations have not been scientifically proven, there remains a 
relative lack of mental health research and subsequent poverty of the psychological understanding 
of this domain, and thus it is still unclear if the consequences of radiation exposure have contributed 
to harmful psychological effects to successive generations. Lifton (1967) explained that in some 
cases hibakusha internalized their fear of the emergence of the long-term effects of radiation and 
that this physically apparent fear can continue throughout the whole of the lifespan. In this manner, 
the cognitions and behaviors associated with harboring this fear are not limited to the survivors 
themselves but might also implicate their descendants through possible influences on developmental 
processes. In other words, the effects of radiation are not only physical, but also psychological in 
terms of the fear and anxiety that they entail, which may extend to the mental lives of their offspring. 
Thus, the precise ways that deep-seated transgenerational fears and anxieties are transmitted and 
manifest themselves remains an important question in the psychology of atomic bomb survivors.
There are currently only four widely published reports on the topic of the possible 
secondary transmission of psychological issues from the atomic bombing, two in English and two 
in Japanese. 
Tatara (1998) postulated that the second-generation descendants of atomic bomb 
survivors might be the earliest subjects of such psychological effects. It was suggested that parents 
who were survivors feared that their children would experience social discrimination and hid the 
fact of their atomic bomb experience from their surrounding communities. However, as this study 
was focused on the anxiety of atomic bomb survivors as parents, it did not investigate the subjective 
psychological experience of second-generation descendants themselves.
Using the model of Holocaust survivors developed by Bar-On (1995), Sawada (2011) 
conducted interviews with three generations of atomic bomb survivors (hibakusha, their children, 
and grandchildren). On the one hand, the results showed that a chief issue in the psychology of 
atomic bomb survivors was an anxiety about atomic bomb diseases and their fear of propagating 
them, but on the other, having the ability to raise children seems to have been a crucial factor for 
hibakusha to rebuild their lives after the war. It was also found that the second generation of 
hibakusha had not heard much about the atomic bomb experience from their parents, seldom 
identified as being part of the "second generation of atomic bomb", possessed a strong interest in 
atomic bomb and peace issues, and had almost no experiences of discrimination or prejudice. The 
parental experience of the atomic bomb was also not shown to be directly tied to identity or 
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personality formation processes in descendants. In fact, some cases reported that they might have 
been positively influenced by their upbringing out of respect for their parents’ or grandparents’ way 
of life after the war. While the sample of participants was very limited, this study by Sawada (2011) 
provides valuable insight on the psychological influence of the experience of the atomic bomb 
through three generations of families, and notably shed light on what might be considered positive 
or resilient aspects of growing up with a hibakusha family member. Future research would benefit 
from a broadened scope of interviewees, a larger sample size, and a quantitative approach to 
investigate the interesting observations drawn by this narrative-focused study.
Tomoike (2007) was the first to implement a quantitative pilot study of health anxiety in 
second and third generation descendants of Nagasaki atomic bomb survivors. A total of 68 outpatient 
examinees were recruited from a Nagasaki clinic as participants and filled out questionnaires about 
their current perception of their health condition and levels of anxiety. No difference in anxiety or 
concerns related to health was found between those who were second and third generation 
descendants of hibakusha. However, it was reported that among those who were aware of the 
possible genetic effects of radiation exposure by virtue of being descendants of atomic bomb 
survivors, and even among those who believed they could not judge either way for themselves, it 
was confirmed that those who had come down with some form of major illness became worried that 
it was linked to or the result of the exposure running in their family.
Ben-Ezra et al. (2012) conducted a cross-sectional study of fear of radiation exposure and 
PTSD symptoms (IES-R) in a convenience sample of 140 Japanese participants a month after the 
disasters of March 11, 2011, led to the Fukushima nuclear disaster. They divided the sample into 
two groups: grandchildren of Hiroshima and Nagasaki which comprised 34 individuals and a 
comparison group of 88 individuals who were unrelated to hibakusha. Grandchildren of Japanese 
living in Hiroshima and Nagasaki showed a higher fear of radiation exposure and a higher level of 
PTSD symptoms compared to the others, and there were no significant differences between the 
groups in age, gender, marital status, or distance from Fukushima. These results from an albeit 
relatively small sample suggest that anxiety might increase in third-generation hibakusha
descendants compared to non-descendant controls from news of accidents related to radiation.
Psychological studies of the descendants of atomic bomb survivors have only been carried 
out on relatively small samples, as seen in the work by Ben-Ezra et al. (2012) and Tomoike (2007). 
However, they have established a vein of potential hypotheses for studies in this domain. Future 
research should investigate larger samples of second and third generation descendants of atomic 
bomb survivors and pay special attention to the actual state of their anxiety about radiation-related 
genetic effects, examine the “silence” between survivors and society about the bomb observed by 
Sawada (2011) and how that has likely affected families, and explore the mechanisms of health 
anxiety or the intergenerational transmission of mental health issues in order to broaden our 
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psychological understanding of the implications of the atomic bomb experience.
2. Comparison to the Chernobyl Nuclear Disaster Context
2.1 The magnitude of the Chernobyl accident
The explosion at the Chernobyl nuclear power plant occurred on April 26, 1986, and 
remains the most severe accident in the history of the nuclear power plant industry. It caused a 
release of radioactive material that resulted in unprecedented and devastating consequences for 
humans and the environment. More than 300,000 people were evacuated from contaminated areas 
in Belarus, the Russian Federation, and Ukraine, and at the time of this study five million people 
reportedly still reside in affected communities (The Chernobyl Forum, 2006).
2.2 The physical health impact of the Chernobyl accident 
According to the international collaboration effort known as “The Chernobyl Forum” of 
2005 which convened 20 years after the accident and comprehensively reported the mortality of 
related diseases, a total of 50 emergency workers died due to ARS, physical injuries, or various 
other causes from the incident. Between 1992 and 2002, more than 4,000 thyroid cancer cases were 
diagnosed in people who were children and adolescents in 1986, and by 2002, 15 had died due to 
the progression of the disease. These findings indicated a dramatic increase in thyroid cancer 
incidence in children and adolescents. Additionally, at the time of this report, it was thought that an 
increase of a few percent in possible cancer mortality might occur due to radiation exposure among 
the 600,000 people who received more significant exposure (i.e. clean-up workers in 1986-87, 
evacuees, and those residing in the area closest to the accident), though this prediction was roughly 
estimated. This percentage increase could mean up to 4,000 additional deaths due to cancer, in 
addition to approximately 100,000 cancer deaths due to other causes. 
At the time of writing, epidemiological studies have yet to indicate a radiation-induced 
increase with clear and reliable evidence, except for an increase in thyroid cancer among children 
and adolescents. Nevertheless, even if clear and convincing evidence has not been provided 
scientifically, physical health concerns caused by radiation exposure might have affected the mental 
health of residents in the exposed area. 
2.3 Psychological distress of residents in the affected regions
Most studies of the psychosocial impact of the Chernobyl accident are systematic studies 
assessing psychiatric disorder and stress-related symptomatology of those who remained in and 
around the contaminated areas and those who emigrated to foreign countries.
Ginzburg (1991) reported the consequences of a series of studies conducted by the 
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International Atomic Energy Agency (IAEA). In 1989, three years after the accident, the IAEA 
examined the medical and psychological health of residents in contaminated areas and villagers in 
non-contaminated areas. The IAEA clinicians concluded that they could not identify any health 
disorders directly related to radiation exposure in either the contaminated or control areas. However, 
in both the contaminated and non-contaminated areas, they identified significant non-radiation 
related health disorders among the adult population, and also reported that almost half the adults in 
both villages were unsure if they had a radiation-related illness. These findings indicated that the 
residents in both the contaminated and nearby non-contaminated areas showed high levels of 
psychological distress related to radiation exposure, despite there being no evidence of an increase 
in physical health disorders directly related to radiation exposure at that time.
Havenaar, Rumyantzeva, Brink, Bout, Engeland and Koeter (1997) studied the mental 
health effects of the Chernobyl disaster 6 years after the accident. They compared the psychological 
distress of residents in the contaminated area with those in a non-contaminated area using a self-
report questionnaire and psychiatric interviews.  The respondents from the contaminated area 
showed significantly higher scores on most of the psychiatric symptom scales, namely the GHQ, 
and those for depression and somatization. However, a higher prevalence of DSM-Ⅲ-R psychiatric 
disorder was shown only among women with children under 18 years of age in the contaminated 
area, while no differences were found among men.
Thus, the mental health effects of the Chernobyl accident have been demonstrated at a 
subclinical level in population studies. Long-term mental health effects have also been found. 
Survivors who lived in the contaminated area at the time of the accident showed higher 
psychological distress than control groups even 10 years (Cwikel et al., 1997), 15 years (Foster & 
Goldstein, 2007), and 18 years after the accident (Longanovsky et al., 2008). 
2.4 Psychological development of children exposed to radiation
One of the vital concerns related to the Chernobyl accident involved the developing brains 
of affected children who were in utero at the time. Several studies were conducted to compare 
mental retardation or emotional problems in affected children with control groups.
The World Health Organization (WHO) designed a pilot study known as the “Brain 
Damage in Utero Project” and examined all children born within a year after the accident whose 
mothers were evacuated from within 30 km of the reactor site and children born in uncontaminated 
areas. The results showed more prevalence of mental retardation and an upward trend in behavioral 
disorders and emotional problems in the exposed children than controls. In addition, a higher 
incidence of borderline nervous and psychological disorders was found in parents of exposed 
children than controls. However, the WHO did not conclude that radiation exposure was attributed 
to higher rates of mental retardation and psychological disorders in exposed children, because other 
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factors such as parental stress and worries might have affected the results (WHO, 1995).
Kolominsky, Igumnov, and Drozdovitch (1999) compared psychological development of 
children at the aged 6-7 years and 10-11 years who were in utero at the time of the accident and a 
control group. The affected children showed higher rates of speech-language disorders, emotional 
disorders, and lower scores in mean IQ than the control group. Additionally, there were more cases 
of borderline IQ. However, a positive correlation was found between the IQ of children and parents’
education. High personal anxiety in parents was associated with emotional disorders in children. 
The author concluded that adverse psychosocial and sociocultural factors played an important role 
in the higher rates of psychological impairment in exposed children.
Nyagu, Loganvsky, Loganvskaja, Respin, and Nechaev (1998) examined children who 
were in utero at the time of the Chernobyl accident and whose mothers were evacuated to Kiev and 
compared them to a control group of classmates using the Wechsler Intelligence Scale for Children 
(WISC), electroencephalography (EEG), and clinical methods. The results showed that acutely 
exposed children had lower scores in mean Verbal IQ, higher rates of disorders of psychological 
development, and behavioral and emotional disorders compared to the control group. Although the 
authors suggested a relationship between prenatal radiation exposure and brain damage, the 
methodology was criticized on the grounds that it lacked transparency of sampling, testing, or a 
statistical control of parental intelligence and education (Bromet & Havennaar, 2007). 
Thus, several studies found significant differences in the incidence of mental retardation 
and psychological disorders and IQ scores between exposed children and controls. However, 
prenatal radiation exposure due to the Chernobyl accident has not been shown to direct affect the 
brain development of children at a young age or in utero. Future research is needed that incorporates 
parental factors such as intelligence, educational level, stress level or concerns.
2.5 Risk factors: Vulnerability
Several studies revealed vulnerability factors related to the psychological impact of the 
Chernobyl accident. Females and adults with children appear to be especially vulnerable (Havenaar 
et al., 1997; Viinamäki et al., 1995; Foster & Goldstein, 2007).
Viinamäki, Kumpusalo, Myllykangas, Salomaa, Kumpusalo, Kolmakov, Ilchenko, 
Zhnkowsky, and Nissinen (1995) conducted a study 7 years after the accident to compare the mental 
health of residents in the high-fallout area with a control area using the GHQ. The results showed 
that women living in the contaminated area showed higher GHQ scores than the female control 
group, while there were no significant differences between men. In addition, the findings indicated 
that a deficiency in social support was an independent risk factor for mental well-being, especially 
for women in the contaminated area. 
Other studies demonstrated that having children was also a risk factor. These studies 
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indicated that mothers with children under 18 years of age had higher risks of psychiatric disorders 
(Havenaar et al., 1997), and having children was associated with greater current symptomatology 
in both men and women (Foster & Goldstein, 2007). As described above, a dramatic increase in 
thyroid cancer in children and young adults occurred. The relationship between radiation exposure 
from the accident and the developing brains of children and babies in utero has not been consistently 
established, but it is a substantial concern for Chernobyl survivors. These concerns for effects on 
physical health and brain development caused by radiation exposure might have affected parents’
mental health.
Other vulnerability factors related to psychological distress were as follows: Age (Foster 
& Goldstein, 2007); not having a partner, being in a poor financial situation, and having a 
subjectively poor perception of one’s health status (Viinamäki et al., 1995).
2.6 Risk factors: Disaster-related emigration to other regions or countries
Even if inhabitants of the contaminated area prevented themselves from being exposed to 
more radiation by resettling to other regions or countries, their psychological distress has been 
shown to last for a long period. Several studies demonstrated the experience of the Chernobyl 
disaster impacted both the mental and physical health of the Chernobyl survivors, even after 
emigration (Cwikel, Abdelgani, Goldsmith, Quasteal and Yevelson, 1997; Foster & Goldstein, 2007; 
Remennick, 2002).
  Cwikel, Abodelgani, Goldsmith, Quastel, and Yevelson (1997) conducted a two-year 
follow-up study of immigrants to Israel from exposed areas. In the first wave that occurred 8 years 
after the accident, psychological symptoms, including PTSD, depression, anxiety, and somatization, 
were significantly higher in those from exposed areas than control areas. In the second wave of 
migrants 10 years after the accident, all the psychological symptoms decreased over time except for 
somatization, which remained at the same level. The result also showed a direct correlation between 
the number of chronic conditions and psychological symptoms.
In addition, immigrants from the exposed region might face other difficulties along with 
resettlement, such as socio-economic problems, a decline in standard of living, acculturation, 
accommodation, or social stigma. 
Foster and Goldstein (2007) detected a correlation between difficulty in achieving 
American acculturation and current depression and anxiety. Remennick (2002) reported that victims 
of Chernobyl showed higher levels of depression, sense of stigma, and cancer-related anxiety 
compared to other Russian immigrants. In addition, they tended to use more health services but with 
less satisfaction. These findings indicated accommodation and achievement were more difficult for 
Chernobyl survivors than other immigrants when confronted with relocation and considerable 
changes in living conditions (Remennick, 2002).
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2.7 Risk factors: Level of exposure 
One of the most important risk factors affecting the mental health of Chernobyl survivors 
is radiation exposure level. As described above, two studies focusing on immigrants from exposed 
regions were conducted that classified them in terms of the geographical proximity to the epicenter 
of the Chernobyl nuclear power plant and compared their physical and mental health.
Foster and Goldstein (2007) found that geographical proximity to the epicenter was 
associated with all mental health outcomes, to include depression, anxiety, and PTSD symptoms. 
Cwikel et al. (1997) reported three or four chronic conditions in 57% of the liquidators (clean-up 
workers) in 47% of survivors in the most exposed area, and in 49% of survivors in less exposed 
areas, whereas only 30% of those in the comparison group reported such high levels of morbidity.
Notably, liquidators were the most seriously impacted group in terms of physical and 
mental health. Koscheyev, Martens, Kosenkov, Lartzev, and Leon (1993) conducted a study using 
the Minnesota Multiphasic Personality Inventory (MMPI) to assess the psychological status and 
psychological reactions in chief operators working at the Chernobyl power plant at four time points: 
3 months, 5-6 months, 1 year, and 1 year and 7-8 months after the accident. The MMPI scores on 
health concerns, depression, and other psychological distress significantly increased over time in 
the Chernobyl group. Additionally, the percentage of those workers with one or more elevated 
clinical scale scores increased over time for the Chernobyl group. A significant increase occurred 
over time in the proportion of workers with at least one clinical scale score in the abnormal range. 
For those workers remaining at the power plant, the uncertainty surrounding whether it was safe to 
be there might have increased stress levels. Also, utilizing volunteers at later times after the accident 
who were generally less well-adjusted may have affected stress levels. Nevertheless, it was 
determined that higher levels of stress and somatic concerns occurred over time.
Loganovsky, Havenaar, Tintle, Guey, Kotov, and Bromet (2008) conducted a study 18 years 
after the accident to assess the long-term psychological effects of Chernobyl in a sample of clean-
up workers and a control group of people who were living in the same regions but had never been 
recruited as clean-up workers. The results showed that clean-up workers experienced a higher rate 
of depression and suicidal ideation after the Chernobyl disaster compared to the control group. In 
the year before interviews were taken, rates of depression, PTSD, and headaches were reported to 
have elevated. Clean-up workers who experienced disorders within the past 12 months had 
significantly more work absences than affected controls. The level of radiation exposure affected 
the severity of somatic and PTSD symptoms at the time of the study. Significantly more impairment 
occurred in the most highly exposed workers, especially in PTSD symptoms, compared to two less 
exposed groups. 
These results seem to suggest that workers have a greater susceptibility to psychiatric 
― 60―
disorders and the most exposed workers appear to harbor greater anxiety concerning health issues. 
2.8 Cognitive beliefs about being exposed to radiation
Two studies indicated that cognitive beliefs about radiation exposure are a key factor 
associated with mental health Havenaar, Wilde, Bout, Drottz-Sjöberg and Van Den Brink (2003) 
analyzed cognitive factors using the data from a study they previously reported in 1997. The result 
showed that people in a contaminated area had more concerns about the Chernobyl accident for 
almost all cognitive variables, risk perception, credibility of information, and sense of control,
compared to those who lived in non-contaminated areas. As a result of multivariate linear models, 
the findings indicated that cognitive variables such as risk perception and sense of control were
important mediating factors in explaining the mental health differences between the exposed and 
non-exposed regions. Foster and Goldstein (2007) investigated the mental health impact on 
immigrants who emigrated from Chernobyl to the United States. The findings indicated that one of 
the cognitive variables, belief in exposure to radiation, had a significant effect on all psychiatric 
symptoms. Respondents who had a belief that they were exposed to radiation showed higher levels 
of depression, anxiety symptoms, and post-traumatic sequelae than those without such a belief.
As noted earlier, it is difficult at the current time to accurately verify all the impaired 
physical health issues attributed to radiation exposure with clear and reliable evidence. However,
the belief and uncertainty of being exposed to radiation appears to be a factor in psychological 
distress in victims of Chernobyl, regardless of whether or not they were actually exposed to a 
radiation level which could have adversely affected their physical health. This belief could have 
affected victims of Chernobyl for a prolonged period, and may be continuing to affect their mental 
well-being.
In sum, the long-term psychological effects of the Chernobyl accident and risk factors of 
psychiatric disorders have been established by many systematic, well-designed, cross-sectional, and 
population-level studies. However, while international efforts and organizations have worked to 
formally quantify some aspects of the mental health effects of the Chernobyl disaster, most have 
been either resigned to studies of risk or more focused on environmental issues, acute psychiatric 
sequelae, and physical health epidemiology, thus more longitudinal research is needed to understand 
the long-term psychological consequences from an empirical viewpoint.
General Summary 
This review covered the available literature on the long-term mental health consequences 
reported by survivors and their families as witnesses and victims of the atomic bombings of 
Hiroshima and Nagasaki and the nuclear disaster at Chernobyl. Poor subjective health outcomes 
have been reported by atomic bomb survivors in their later years, and it is possible that this could 
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be attributed to anxiety caused by radiation exposure. The fear and actual experience of prejudice 
and discrimination in society were also associated with mental health outcomes, and the plausible 
influences of the phenomenon of silence – a seldom researched aspect of the hibakusha experience 
– remains an important subject that deserves attention. Studies about how survivors have passed 
their experience on to subsequent generations have been insufficient, and future research should 
elucidate the details of intergenerational transmission of trauma, if they exist, through an organized 
approach. In addition, it was found that some descendants of atomic bomb survivors appear to have 
been positively affected by their associated survivor’s way of life (Sawada, 2011). Well-designed 
studies of such positive impacts through topics such as resilience or the framework of post-traumatic 
growth, as well as more refined research on the negative impacts of the experience of disasters 
related to radiation exposure would prove to be a boon to the current understanding of this domain. 
Many of the studies about the Chernobyl accident were systematically and elegantly 
designed studies performed by international coalitions. Many indicators of the long-term 
psychological effects of the Chernobyl accident have been established through their efforts. 
Additionally, women and adults with children were found to be particularly vulnerable risk sub-
groups. Emigration, exposure level, and cognitive beliefs about radiation exposure were also 
detected as disaster-related risk factors for mental health issues from Chernobyl.
Taken together, the consequences of the atomic bomb experience in Hiroshima and 
Nagasaki and the disaster at Chernobyl show some commonalities regarding the pervasive 
uncertainty onset by actual and perceived radiation exposure. Survivors and victims of both groups 
demonstrated that the uncertainty and cognitive beliefs about being exposed were associated with 
psychological distress. Specifically, Havenaar et al. (1997) asserted that the significant long-term 
impact of Chernobyl on psychological well-being and health-related quality of life was due to a 
form of illness behavior and chronic stress. Their paper described a process in which victims who 
were aware that they experienced radiation exposure expected some sort of bodily change from it, 
and that chronic expectation of a negative result led them to appraise ostensibly ordinary physical 
sensations as symptoms of disease, thereby causing many victims to perceive their current health as 
subpar and their future health as bleak (Havenaar et al., 1997; Jourdain, 2009). Kim et al. (2011) 
also observed that aspects of “persistent distress” in the atomic bomb survivors of Nagasaki 
stemmed from a lack of knowledge regarding radiation effects and a fear of learning about their 
potential risk. In this way, the presence of a cognitive belief in radiation exposure and its inherent 
uncertainty seems to be one of the most important risk factors in explaining how and why those who 
experienced radiation exposure have suffered for a prolonged period. This finding from review also 
supports the observations made by Vyner (1988) in his work, Invisible Trauma: The Psychosocial 
Effects of Invisible Environmental Contaminants, who outlined up to twelve types of uncertainty 
faced by those affected by toxic exposures, including but not limited to: the dose received, the 
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significance of that dose, its latency, etiology, diagnosis, prognosis, and treatment, how to cope 
adaptively, and who is responsible for financing the health costs of their exposure. Through these 
factors, the anxiety caused by the belief in radiation exposure might be characterized by an 
uncertainty about its safety and a risk appraisal about its effects on physical health. 
Risk perception emerged as an important mediating factor in the psychological outcomes 
of Chernobyl. Due to decades of work on risk, media, and stigma by Slovic (2013), the psychology 
of the acute phase of toxic incidents is understood to undergo a mechanism known the “social 
amplification of risk”, but as the present review suggests, the chronic stages remain less clear. 
Similar to the case of information suppression in the atomic bomb aftermath, important details from 
the early years after the Chernobyl incident are shrouded in secrecy due to deliberate efforts by the 
former Soviet state (Shlyakhter & Wilson, 1992). Recently, there have been efforts to better 
understand the Chernobyl experience since the fall of the Soviet Union in deep ethnographic work 
such as Life Exposed: Biological Citizens After Chernobyl (Petryna, 2013). However, a more fine-
grained understanding of the details of the Chernobyl experience, namely the precise mechanisms 
of the victims’ anxiety and the essence of their traumatic experiences, requires more extensive 
research from the perspective of psychology. For instance, it is still not understood to what extent 
Chernobyl victims expected that radiation might affect their future physical health (i.e., the 
aftereffects of radiation), how parents’ anxiety from the disaster has affected the mental health of 
their children, and how victims characterize and communicate their experience to their families and 
the people around them (e.g., the possible effects of stigma or self-stigma). Thus, research based on 
the narratives of victims is needed to gain better insight into the reality of their plight, distill the 
essence of their traumatic experiences, and make sense of the important key factors related to their 
psychological distress.
Sense of control was another critical mediating factor in explaining the mental health 
differences between people from the exposed and non-exposed regions affected by Chernobyl. 
Indeed, Reich and Goto (2015) aptly pointed out that a profound loss of autonomy is associated 
with exposure events, stating that the “apocalyptic disruptions” of the people affected by nuclear 
disasters are not amenable to any choices to which they could exert any meaningful control, but are 
in fact the consequences of social and political decisions made by outside entities. A comprehensive 
review of emergency radiation disaster management systems by Dainiak et al. (2011) appealed to 
the study of sense of control in their proposal that psychological support for nuclear disasters 
should serve to manage distress, lessen stress and anxiety, and minimize uncertainty by focusing 
on “calming, connecting, and promoting self-efficacy.” The necessity of augmenting sense of 
control through various mechanisms such as self-efficacy in response radiation disasters has been 
suggested but remains an open research question for future studies.
Long-term psychological impacts of radiation exposure were identified in both historical 
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cases discussed in this review. Excess radiation exposure is fundamentally tied to a longer-term of 
human development as many of the feared dose-related aftereffects to somatic cells are understood 
to potentially occur in middle age, when individuals are particularly susceptible to cancer. While 
there is no evidence of germline mutations from the atomic bomb exposure that would cause harmful 
effects to the physical health of future generations, psychological elements of the exposure 
experience have been shown to last throughout the lives of those affected, and the possibility that 
mental health issues might affect later generations has been raised. A few studies incorporating the 
descendants of atomic-bomb survivors in Hiroshima and Nagasaki indicated that successive 
generations generally did not have health anxiety concerning radiation exposure, but this anxiety 
could emerge or become exacerbated if they hear news about nuclear power plants. In studies about 
the Chernobyl accident, findings indicated that high personal anxiety in parents was associated with 
high rates of emotional disorders in children. This could also mean that parental psychological 
distress associated with radiation exposure could be affecting successive generations in some way. 
Future research is needed to better understand the psychological impact of the experience of 
radiation exposure on descendants.
Limitations and Future Directions
It should be noted that this review was limited to the cases of Hiroshima, Nagasaki, and 
Chernobyl, and did not encompass psychological phenomena across the entire history of radiation-
related incidents or nuclear exposure events, nor did it speculate about possibly emerging long-term 
psychological issues in the context of the ongoing recovery from the Fukushima nuclear disaster. 
Further research and reviews of these issues should consider the literature on events such as the 
1987 orphan source incident which led to a public health crisis of radioactive contamination in 
Goiania, Brazil, the experiences of atomic veterans from various Western nations who were exposed 
to radiation during atmospheric nuclear tests (Jourdain, 2009), and the current epidemiological 
research being conducted by the Fukushima Health Management Survey (Maeda et al., 2014; Reich 
& Goto, 2015). The RERF and other institutions related to radiation disaster management in Japan 
and abroad have planned studies on the long-term mental health of people affected by these events, 
but such projects have only just begun. It is nonetheless encouraging that the psychology of radiation 
disaster – and particularly the field of radiation disaster recovery – is a burgeoning area of research 
that will hopefully address or expound upon some of the phenomena discussed in this review.
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Developing the Audience Awareness Scale of Report Writing
Hikaru Tanaka, Takashi Yamane, Hiroshi Arima, and Kazumitsu Chujo
Many first-grade undergraduate classes give instructions on report writing to 
improve students' ability to output the material that is learned. Previous studies on 
expository writing have suggested that informing the writers about the potential 
readers could improve the legibility of written texts. What kind of readers should 
writers assume in order to produce a report that is easiest to understand? We 
constructed a scale for assessing the audience awareness of writers when writing 
reports. Exploratory factor analysis was conducted on evaluations of undergraduates 
(N = 156). Results indicated that the scale consisted of seven factors: "No audience 
awareness", "Experts", "People setting the topic of the report", "General readers",
"Evaluators", "Teachers", and "Busy people". Confirmatory factor analysis of the 
factors indicated acceptable values. Then, participants were classified into high and 
low score groups based on the frequency of writing reports and on their feelings 
regarding report writing self-efficacy. The mean evaluations for each factor were 
compared between the two groups. Dividing by frequency indicated that the low 
group showed significantly higher values than the high group for No audience 
awareness and General readers, whereas the high group showed significantly higher 
values for People setting the topic of the report, Teachers, and Experts. Moreover, 
dividing by feelings of efficacy indicated that the low group showed higher values 
than the high group for No audience awareness and Evaluators.
































Traxler & Gernsbacher（1992, 1993）は，幾何学図形の説明文を作成する際に，書き手に対して，読
み手が複数の図形から説明された図形を正しく選んだ割合をフィードバックすることや，他者の書








































































カテゴリ 頻度 回答例 カテゴリ 頻度 回答例
専門家 19 ・専門家　・その分野の専門家 評価者 18 ・評価者　　・評価する側
評価者 14 ・評価者　・評価する側 一般的な読み手 14 ・専門的知識がない　・初学者
一般的な読み手 12 ・専門的知識がない　・初学者 専門家 13 ・専門家　　・その分野の専門家





忙しい 5 ・忙しい　・多くの論文を読む 忙しい 2 ・忙しい　・多くの論文を読む


































の分析では，参加者 202名の中から，回答漏れや不適切な回答（全ての回答が 5や，評価が 1, 2, 3,
4, 5を繰り返すような規則的な回答など）のない，156名（1年生 23名，3年生 114名，4年生，5
名，学年無記入 14名）を対象とした。
尺度構成 因子分析には最尤法の探索的因子分析（斜交回転）を用いた。因子の抽出については
堀（2004）を参考に，並行分析，MAP，BIC を用いた。並行分析では 7 因子，MAP では 6 因子，





量が.30 以上のものを採用した。この 7 因子構造に対して，確証的因子分析を行ったところ，適合
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度は許容される値を示した（RMSEA = .07，CFI = .93，TLI = .91，SRMR = .06）。
Table 2
探索的因子分析の結果
因子名 尺度項目 1 2 3 4 5 6 7 共通性
誰が読むかについて特に考えていない。 0.91 -0.04 0.01 0.01 0.05 0.03 -0.05 0.81
誰が読むかを意識することはない。 0.87 0.14 -0.09 -0.06 -0.02 -0.05 0.02 0.73
誰が読むかを想定することはない。 0.86 -0.05 0.09 0.00 0.00 0.00 -0.02 0.74
専門性が高い。 -0.02 0.67 0.01 -0.09 0.03 0.14 -0.09 0.70
その授業の分野について自分よりも詳しい。 0.07 0.59 0.10 -0.19 -0.06 0.16 0.03 0.68
厳しく評価する。 0.09 0.58 -0.01 0.19 -0.16 -0.07 0.02 0.17
その分野の専門家である。 -0.19 0.53 -0.07 -0.08 0.01 0.01 -0.08 0.40
多くのレポートを読まなければならない。 0.06 0.45 -0.10 -0.05 0.22 0.01 0.07 0.33
課題で求めていることを書けているかをチェックする。 0.03 -0.13 0.90 -0.12 -0.08 0.08 -0.02 0.73
出題意図に沿った内容になっているかをみる。 -0.05 0.08 0.64 0.04 0.02 -0.10 0.09 0.46
授業で学んだ内容を理解しているかをみる。 0.04 0.23 0.53 0.01 0.02 0.09 0.06 0.58
論理的なレポートになっているかどうかみる。 -0.03 0.30 0.51 0.11 0.11 -0.07 -0.09 0.54
初学者である。 -0.09 0.09 -0.07 0.85 0.04 0.03 -0.04 0.61
専門的な知識がほとんどない。 0.04 -0.05 -0.05 0.66 -0.10 0.02 -0.02 0.57
専門家ではない一般的な人物である。 0.08 -0.29 0.04 0.61 0.06 0.06 0.05 0.54
授業を担当している。 0.03 -0.09 -0.06 -0.01 0.86 0.24 0.02 0.86
評価する側である。 0.00 0.04 0.03 0.04 0.86 -0.17 0.01 0.65
大学の先生である。 -0.03 0.09 0.0.9 0.04 0.02 0.85 -0.02 0.91
大学教員である。 0.00 0.19 0.00 0.02 0.04 0.75 0.05 0.82
レポートを読むのにそれほど時間を割かない。 -0.06 -0.14 0.04 -0.06 0.07 0.03 0.75 0.54
忙しいので冗長すぎると読まない。 0.02 0.11 -0.08 0.06 -0.09 -0.04 0.58 0.36
寄与率 0.11 0.11 0.09 0.08 0.08 0.05 0.04
因子間相関　　　　　1 -0.39 -0.26 0.32 -0.32 -0.32 0.15
2 0.65 -0.45 0.63 0.63 0.20
3 -0.36 0.54 0.47 0.08






















98) = 17.69, MSe = 1.61, p < .01, ηp² = .15），「一般的な読み手」（F(1, 98) = 11.08, MSe = 1.12, p < .01, 
ηp² = .10）因子では下位群が上位群よりも有意に高かった。一方で，「専門家」（F(1,98) = 10.44, MSe
= .64, p < .01, ηp² = .10），「出題者」（F(1, 98) = 12.37, MSe = .48, p < .01, ηp² = .11），「先生」（F(1, 98)
= 12.63, MSe = 13.46, p < .01, ηp² = .11）因子については上位群のほうが下位群より有意に上回り，
「忙しい」因子についても上位群が下位群よりも高いことに有意傾向がみられた（F(1, 98) = 3.15, 
MSe = 1.47, p < .10, ηp² = .03）。また，「読み手意識無し」（F(1, 98) = 17.14, MSe = .35, p < .01, ηp²
= .15）因子では推敲段階が書く段階に対して有意に高く，「専門家」（F(1, 98) = 4.48, MSe = .13, p < .05, 
ηp² = .04），「出題者」（F(1, 98) = 14.44, MSe = .11, p <.01, ηp² = .13），「先生」（F(1, 98) = 7.15, MSe
= .23, p < .01, ηp² = .07）因子については書く段階が推敲段階より有意に高かった。「読み手意識無
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し」因子については交互作用（F(1, 98) = 6.23, MSe = .35, p < .05, ηp² = .06）がみられたため Holm
法による下位検定を行ったところ，書く段階・推敲段階ともに下位群が上位群より有意に高かった
（p < .01）。一方で，下位群において推敲段階が書く段階よりも有意に高かったものの（p < .01），
上位群においては書く段階と推敲段階について有意な差はみられなかった。




「読み手意識無し」（F(1, 45) = 5.02, MSe = 2.37, p <.05, ηp² = .10）因子で上位群よりも有意に上回
った一方で，「評価者」（F(1, 45) = 4.32, MSe = 1.65, p <. 05, ηp² = .09）因子では上位群が下位群よ
りも有意に高くなった。また，「専門家」（F(1, 45) = 4.60, MSe=.20, p < .05, ηp² = .09），「出題者」（F(1,
45) = 6.39, MSe = .25, p < .05, ηp² = .12），「先生」（F(1, 45) = 8.81, MSe = .27, p <. 01, ηp² = .16）因
子については書く段階が推敲段階より有意に高かった。
Figure 3. レポートを書く頻度で参加者を群分けした際の 7因子における平均評定値と SE
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識の構造 広島大学心理学研究 10, 13-26.
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Effect of discussions about picture books among a group of young children on their narrations
Ikumi Ozawa, Miki Tokunaga and Masamichi Yuzawa
In this study, we investigated how discussions about picture books among a group 
of young children would affect their narrations about the picture books. Thirty 
5-year-old children participated in this study. The children received a verbal working 
memory task that required them to compare two non-words given sequentially over a 
headset. They also engaged in an activity involving picture books under one of two 
conditions. First, a female adult read one of two picture books to groups of children. 
Second, they answered questions about the picture book individually (the non-group 
activity condition) or in a group (the group activity condition). Finally, they were 
required to narrate a story about the picture book they were shown. We divided 
participants’ narrations into idea units (IUs): there are six types of IUs (basic IUs, 
point IUs, sophisticated IUs, picture IUs, erroneous IUs, and other IUs). Two 
university students independently classified the IUs. The results show that the partial 
correlations between the scores of the verbal working memory task and point IUs (r
= .40) and between verbal working memory and other IUs (r = −.40) were significant 
when controlling for age in terms of months. This finding suggested that children 
with better verbal working memory would understand the main points of the stories. 
Although children were significantly more likely to report three types of IUs in the 
group activity condition than in the non-group activity condition, the differences 
were mediated by the content of the picture books: one picture book was more likely 
to stimulate the group activities, which facilitated the children’s narrations.












だ，2000) や，「少なくともひとつの時間的結合を含む連続した節」 (荻野，2001) と定義される。
ナラティブは，実際の出来事に関するパーソナルナラティブ，空想上の出来事に関するフィクショ
ナルストーリー，ルーティン化した出来事に関する語りであるスクリプトの 3 種類に分類され








り (Baddeley & Hitch, 1974)，音声情報を扱う言語性 WM と，イメージや位置情報を扱う視空間性


























































1. ハリーはどうして裏庭にブラシを埋めたのかな？ (因果) 
2. ハリーはお外でどんなことをして遊んだかな？ (事実) 
3. ハリーが急いで家に帰ったのはどうしてかな？ (因果) 
4. ハリーはどうして，みんなの前で逆立ちやダンスをしたのかな？ (因果) 
5. おうちの人がハリーに気づかなかったのはどうしてかな？ (因果) 
6. ハリーはブラシをくわえて，おうちの人にどんなお願いをしましたか？ (事実) 
7. ハリーは子どもたちに洗ってもらっている時，どんな気持ちだったかな？ (気持ち) 
8. ハリーは最後，どんな夢を見ていたのかな？ (事実) 
Table 2
「ハリーのセーター」に関するクイズ
1. ハリーが最初にもらったセーターはどんな模様ですか？ (事実) 
2. ハリーはどうしてセーターを捨てようと思ったのかな？ (因果) 
3. ハリーはどうして仲間と一緒に遊びたくなかったのかな？ (因果) 
4. 鳥がセーターの毛糸をくわえて空を飛んだら，セーターはどうなったかな？ (事実) 
5. ハリーはどうして走って鳥を追いかけたのかな？ (因果) 
6. おばあちゃんが来たとき，ハリーは何をお願いしましたか？ (事実) 
7. ハリーがみんなと一緒に散歩に行った時，嬉しそうにみんなを引っ張ったのはどうしてか
な？ (因果) 

































アイディアユニット (IU) の分類 










その後，記録係 1 名が同様に IU の分類を行い，第二著者の分類との一致率を求めた。IU 分類の
判断の一致率は 69%であった。2 名の分類の判断が異なる場合は協議して決定した。なお，同一参








た。その結果をTable 3に示す。Table 3より，「要点IU」との間に中程度の正の相関 (r = .40, p<.05) が，
「その他」との間に中程度の負の相関 (r = -.40, p<.05) がみられた。
Table 3 
月齢を統制したうえでの言語性WMと各IU産出数の偏相関
IU総数 基本IU 要点IU 洗練IU 絵IU 誤IU その他





条件ごとの各IU産出数の平均値 (SD)  
 IU総数 基本 IU 要点 IU 洗練 IU 絵 IU 誤 IU その他
G活動あり 6.8 (6.5) 3.6 (3.5) 2.1 (2.6) 0.3 (0.6) 0.5 (0.7) 0.0 (0.0) 0.3 (0.4) 





活動ありの方がグループ活動なしよりもIU総数の平均産出数が多かった (t (27) = 3.21, p < .01, d
= .72)。同様に，各IUの平均産出数を従属変数，グループ活動あり・なしを独立変数とした対応のあ
るt検定を実施した結果，基本IU，要点IU，絵IUでグループ活動ありの方がなしよりもIU産出数が多
いという結果が得られた (順に，t (27) = 3.07, p < .01, d = .71；t (27) = 2.62, p < .05, d = .60；t (27) = 2.35, 







 G 活動あり G 活動なし G 活動あり G 活動なし
IU 総数 8.7 (7.1) 2.5 (2.5) 3.9 (2.9) 4.6 (5.3) 
基本 IU 4.8 (3.7) 1.3 (1.7) 1.9 (1.4) 2.2 (2.8) 
要点 IU 2.6 (2.8) 0.5 (0.7) 1.3 (1.4) 1.5 (2.4) 
洗練 IU 0.5 (0.7) 0.2 (0.6) 0.1 (0.4) 0.1 (0.3) 
絵 IU 0.5 (0.8) 0.0 (0.0) 0.4 (0.6) 0.5 (0.7) 
誤 IU 0.0 (0.0) 0.0 (0.0) 0.1 (0.3) 0.0 (0.0) 





に，t (17.82) = 3.187, p<.01, d = 1.12；t (20.24) = 3.27, p<.01, d = 1.15；t (15.78) = 2.87, p<.05, d = .99；t 
(14.00) = 2.48, p<.05, d = .85)。しかしながら，「ハリーのセーター」では，いずれのIUにおいても，
グループ活動あり・なしで産出IU数に有意差はなかった。
なお，グループ活動中の平均発話数は，「どろんこハリー」が7.8 (SD = 4.7) であり，「ハリーのセ
ーター」が5.4 (SD = 1.0) であった。絵本の種類によって，グループ活動中の発話数に違いがみられ
るかを検討するために，絵本の種類を独立変数，グループ活動中の発話数を従属変数とした対応の
ないt検定を行った。その結果，有意差は得られなかった (t (26) = 1.51, ns.)。
また，今回の調査の前に，用いた絵本を読んだことがあった参加者は，「どろんこハリー」が11
名，「ハリーのセーター」が2名であった。既知性によって産出IU数に差があるかどうかを検討する
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Effects of self-perceived objectivity on hiring decisions: 
Reexamining the Experiment by Uhlmann and Cohen  
 
Yasuko Morinaga, Saya Urushidani, Kanoko Komatsu, Nana Sakai, and Yuka Noguchi 
 
Uhlmann and Cohen (2007) argued that self-perceived objectivity increased discrimination 
against women in hiring decisions; when decision makers have a sense of personal objectivity, 
they feel entitled to evaluate job applicants based on their gender stereotypical beliefs. We 
reexamined Experiment 2 by Uhlmann and Cohen (2007) with a sample of male university 
students in Japan. Contrary to their results, i.e., male participants high in stereotypic beliefs, 
primed with a sense of objectivity, gave male applicants more positive hiring evaluations than 
female applicants, we did not find any significant effects. The effects of self-perceived 
objectivity should be reexamined in future research considering factors, such as a sense of 
power, duration of effects after being primed, and participants’ sex.  
 
Keywords：self-perceived objectivity, gender, hiring evaluation 
 
問 題 
	 日本が 1985 年に女性差別撤廃条約（Convention on the Elimination of all forms of Discrimination 
Against Women）に批准してから 30 年が経過した。しかし，男女の賃金格差は徐々に縮まっている















表記されている）のほうが，履歴書を受け取った事務所からの反応がよかった（Zikmund, Hitt, & 











	 こうした中で，採用場面で女性が差別されるメカニズムを探るために，Uhlmann and Cohen（2007）
は自己客観性の知覚（self-perceived objectivity）を取り上げた。「人は，自分が客観的であると思
うと，自分のもっているバイアス——通常は自分自身あるいは社会によって抑制されている——に従っ

















という結果を得た。本研究では，Uhlmann and Cohen（2007）の実験 2 の追試を行う。 
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参加者	 137 名の学生（男性 109 名、女性 28 名）に質問紙を配布し、そのうち、就職活動などによ
り回答に影響があると考えられる 22 歳以上の者や回答に不備のあった者などを除いた男性 105 名
を分析対象とした（年齢 M = 18.6 歳，SD = 0.69）。 
実験条件	 2（客観性プライミングの有無）× 2（採用候補者の性別）の 2 要因参加者間計画。 

















ために専門知識と人間関係能力がどの程度必要と思うかを①と同様の 4 項目で尋ねた。7 件法（1:
まったく必要でない〜7:非常に必要である）。③候補者が工場長にふさわしいかどうかの評価（以下，
雇用評価）を「この候補者は工場長として成功するだろう」「この候補者は工場長に適している」「こ
の候補者を工場長として雇うべきだ」の 3 項目で尋ねた。7 件法（1:まったく思わない〜7:非常によ
く思う）。④仕事に関する男女の性別役割についての伝統的態度を「女性ではなく男性を雇うこと
は，時に正しいことである」「女性より男性の方が向いている職業がある」「女性より男性の方が工
場長に向いている」の 3 項目で尋ねた。7 件法（1:まったく思わない〜7:非常によく思う）。 
 
結 果3 
	 プライミングのために使用した客観性の 7 項目（α= .897）の平均値が条件間で異なるかどうか
                                                                  
1 実験の実施にあたり，Uhlmann 氏から材料の提供を受けた。本研究で使用したシナリオと質問項目は
Uhlmann and Cohen (2007)で用いられたものとほぼ一致する。ただし，彼らは 11 件法で回答を求めているが，
日本ではあまり 11 件法が用いられていないという理由から，本研究では 7 件法を用いた。 
2 本研究で用いたシナリオは Uhlmann and Cohen（2007）が実験１で使用したものである。 
3 本研究の分析は HAD（清水, 2016）を用いて行った。 
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互作用はいずれも有意ではなかった（Fs < 1.866, ps > .175, ηp2s < .019）。また，各条件で客観性得点
の平均値と尺度の中点（4.0）との差異を検討したところ，プライミング有・女性候補者条件を除く
3 条件で中点よりも有意に高い客観性得点が得られた（ts > 4.160, ps < .001）。プライミング有・女
性候補者条件では，客観性得点と中点に有意傾向を示す差異があった（t (23) = 2.042, p = .053）。各
条件の平均値および標準偏差は Table 1 を参照のこと。 
	 性別役割態度を測定した 3 項目の信頼性係数は α = .600 であったが，許容範囲と判断し，3 項目
の平均値を性別役割態度得点とした。この得点について 2（プライミング有無）× 2（候補者の性
別）の分散分析を行ったところ，有意な主効果は見られなかった（Fs < 0.956, ps > .331, ηp2s < .010）
が，有意傾向の交互作用効果が見られた（F (1, 97) = 3.710, p = .057, ηp2 = .037）。下位検定の結果，
女性候補者条件においてプライミング有無の単純主効果が有意であり（F (1, 97) = 4.265, p = .042, ηp2 
= .080），プライミング無条件の方が有条件よりも性別役割態度得点が高かった。そこで，性別役割
態度の調整効果を検討せず，性別役割態度得点を共変量として用い，共分散分析を行うことにした。
雇用評価を測定した 3 項目（α= . 890）の平均値を雇用評価得点とし，この得点を従属変数とした 
2（プライミング有無）× 2（候補者の性別）の共分散分析を行なったが，プライミングの有無と候
補者の性別の主効果及びその交互作用に有意な結果は見られなかった（Fs < 0.578, ps > .449, ηp2s 
< .006）。 
 
	 また，性別役割態度得点が平均値（M = 4.63）より高い参加者（63 名）のみを対象に，雇用評価
得点を従属変数として，2（プライミング有無）× 2（候補者の性別）の分散分析を行なったが，主




いう Uhlmann and Cohen（2007）の実験 2 の追試を行なったが，彼らの結果を再現することはできな
Table 1 
5,98 $,98 5,98 $,98
(n = 27) (n = 24) (n = 23) (n = 27)
%:, 4.90 4.51 4.91 4.76
(0.94) (1.21) (0.92) (0.94)
,*.( 4.72 4.29 4.49 4.98
(0.92) (1.64) (1.23) (0.84)
=4; 3.93 3.79 3.62 3.83



















今後は，客観性の質問に回答を求めた後で，潜在的連合テスト（Implicit Association Test; Greenwald, 
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付記 
	 本論文は，2016 年度に広島大学教育学部で開講した「心理学課題演習」において，第 1 著者の指
導により第 2 著者から第 5 著者までが実施した研究をもとに執筆した。研究の一部は第 2 著者から
第 5 著者により第 72 回中国四国心理学会学部生研究発表会において報告された。また，本研究の
一部は科研費による助成を受けた（JSPS 科研費 JP26380844）。最後になりましたが，学生からの問
い合わせにシナリオや質問項目を快く送ってくださった Eric Luis Uhlmann 教授に感謝いたします。 
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JASP による心理学者のためのベイズ統計 
 
難波修史・由比 匠・神原広平・宮谷真人・中尾 敬 
Bayesian statistical analysis for psychologists using JASP
Shushi Namba, Takumi Yuhi, Kohei Kambara, Makoto Miyatani and Takashi Nakao
In this paper, we introduce the free statistical software, JASP (JASP Team, 2016).
For psychologists who want to use statistical analysis, JASP has several advantages,
one of which is that it has a graphical user interface that is easy to operate. Moreover, 
JASP makes Bayesian statistical analysis accessible. In this paper, we provide





きる SAS (2017 年現在)，プログラム言語である R や Python などが用いられている。また，関西学
院大学の清水裕士氏が作成した HAD と呼ばれる統計解析用プログラムも用いられるようになって
きている (清水・村山・大坊, 2006; 清水・大坊, 2008)。以上のように，2017 年現在において，統計
解析ソフトウェアの選択肢は充実しており，まさに統計解析ソフトウェアの群雄割拠時代を迎えて
いる。そんな中，本稿では JASP と呼ばれる統計解析ソフトウェアを紹介する。
JASP とは無償の統計解析ソフトウェアであり，このソフトウェアには 3 つの特徴がある。1 つは，
SPSS と同様にグラフィカルユーザーインターフェース (Graphical User Interface：GUI) を採用して
おり，ボタンを押すだけで簡便に操作できるため，プログラム言語に疎いユーザーも容易に使用で
きることである。2 つめは，論文を投稿する際にそのまま使用することも可能な図表を，簡単に作




る点 (岡田 , 2014) やデータ数が少なくても事前の情報により妥当な解析が行える (Krypotos, 
Beckers, Kindt, & Wagenmakers, 2014) などが挙げられるが，ベイズ統計の詳細に関しては本稿では
立ち入らない。詳しくは， Wagenmakers, Marsman, Jamil, Ly, Verhagen, Love, & Morey (2016) や豊田
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(2015, 2016) などを参照するとよい。JASP は，「ベイジアンの統計手法をアクセスしやすい方法で
提供すること」を目標として開発されているため，直感的な操作でベイズ統計を適用できるよう設
計されている。
そうした数多くの利点を JASP は有しているにも関わらず，JASP に関して日本の心理学徒に向け
て日本語で詳細に説明する文献は筆者の知る限り存在しない。そこで本稿では心理学を学ぶ大学生
および大学院生が，JASP を用いた心理統計 (ベイズ統計を含む) を行えるよう，JASP の基本的な
操作方法を紹介することを目的とする。
JASPのインストール方法 
まずは，JASP をダウンロードして PC にインストールする必要がある。Windows の場合，手順は
簡単である。JASP 公式ウェブサイトのダウンロードサイト (https://jasp-stats.org/download/) から
“Windows XP and above”をクリックしてダウンロードする。ダウンロードが終了し，exe ファイル
を実行すると，セキュリティの警告が表示されるので「実行 (はい)」 をクリックする。その後表
示される Welcome to the JASP (version) Setup Wizard ウィンドウ内の“Next”を押す。次に License 
Agreement 内の“I agree”を押す。その後インストールが始まる。その後しばらくすると，インスト
ールが終了する。最後の“Finish”を選択するインストール完了の画面で Run JASP にチェックを入
れていれば，そのまま JASP が起動する。
Mac のインストール方法に関しては，Table 1 にその手順を示す。Ubuntu Linux に関しては公式ウ
ェブサイトの Installation guide を参照していただきたい。
1. XQuartzのインストール








許可」を確認し，「Mac App Store と確認済みの開発元からのアプリケーションを許可」になっ
ている場合は「すべてのアプリケーションを許可」に変更。
3. JASPのインストール









JASP は SPSS と同様の GUI であるため，操作はボタンを押すだけであり非常に簡便である。JASP
の基本画面を Figure 1 に示す。
Figure 1. JASP 基本画面。
次に，データの読み込み方法を説明する。なお，データは
基本的に Excel により作成した csv 形式が推奨されており，
JASP 内でのデータハンドリングは行えないことが公式に言
及されている (ver 0.8.0.1 現在)。 そのため，データの編集な
どは Excel あるいは R など別のソフトウェア上で行う必要が
ある。データの読み込みには，左上の“File”をクリックす
る。すると Figure 2 のような画面が表示される。
Figure 2 の左端には“Open”, “Save”, “Save as”,
“Export Results”, “Export Data”, “Close”といった選択肢
がある。まずは“Open”でデータを開こう。Figure 2 で示し
ているとおり，“Open”の中には“Recent”, “Computer”,













の“Big 5”というデータをダブルクリックしてほしい。すると Figure 3 のようにデータが読み込ま




経症傾向（Neuroticism）」という 5 つの因子で人間の持つ特性を説明するものである。詳しくは，Ickes 
(2009) や並川・谷・脇田・熊谷・中根・野口 (2012) などを参照していただきたい。
各列データの 1 行目にある斜めの長方形 (Figure 3 における Neuroticism などの変数名の左にある




 まず，Figure 3 の右上にある“Descriptives”というボタンをクリックしてほしい。これは，記述
統計量を出力するボタンである。すると“Descriptive statistic”と“Reliability analysis”という 2 つ
の選択肢が現れる。前者は記述統計量を，後者はクロンバックのα係数などを算出するものである。
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“Descriptive statistics”をクリックすると，Figure 4 のような画面に切り替わる。
Figure 4. “Descriptives”画面。
 Figure 4 の右側の画面が実際の解析結果を出力する画面である。左側はデータを操作するいわば
入力のための画面である。左側画面の中央上部に変数名が入ったボックス，矢印ボタン，何も入っ
ていないボックスがある。変数名が入っていたボックスの中から変数名を選択し，中央のボタンを
押すことで右のボックスに全ての変数を移してみよう (一つの変数名を選択した後 Ctrl＋A キーを
押すとすべての変数の選択が可能である)。すると Figure 4 では何も表示されていなかった右側の画
面 (Results の下) に複数データの要約統計量が出力される。デフォルトでは Valid (有効変数の数), 
Missing (欠損値), Mean (平均値), Std… (標準偏差), Minimum (最小値), Maximum (最大値) が出力さ
れる。Median (中央値) や Variance (分散) など他の統計量を出力したい場合は変数選択ボックスの
下にある“Statistics”をクリックするといくつかのチェックボックスが表示される。必要となる情
報をこのチェックボックスから選択し，適宜必要な情報を出力する。
 Figure 4 を見ると，先ほど使用した“Statistics”の上に“Plots”と書いてある灰色のバーがある。
これは分布表，散布図，箱ひげ図などの図を作成する際に用いる。このバーをクリックすると選択
可能な 3 つのチェックボックスが表示される: “Display distribution plots”(各変数の度数分布),








 JASP の開発チームの代表は心理学者 (Eric-Jan Wagenmakers) であるため，心理学を専攻する者に
とって非常に視覚的な理解がしやすい図表が自動で作成される。以降はこの JASP を用いて，図表
をそのまま文書作成ソフトウェアである Word で用いる方法を説明しよう。まずは Figure 6 を見て
いただきたい。
Figure 6. 記述統計量の出力画面。
今まで出力してきた画面の Results や Descriptives の右側に，小さな黒い三角 (▼) がある。この
▼が表示されている文字をクリックしてみよう。すると，選択するラベルによって何が表示される
かは異なるが，“Copy”(コピー), “Add Notes”(メモの追加), “Remove...”(削除) という選択肢が
表示される。“Add Notes”はそのまま，メモを追加する機能である。Figure 7 にそのメモの記載例を
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載せておく。
Figure 7. “Add Note”によりメモを追加した例。
“Copy”は文字通り，これまで出力してきた図表をコピーし，Word などに張り付けるための機







 最後にデータの保存方法などを解説する。画面左上の“File”を開き，Figure 2 の画面を開く。Figure 
2 の段階では灰色であった“Save As”(名前を付けて保存), “Export Results”(結果のエクスポート),
“Export Data”(データのエクスポート), “Close”(閉じる) といった選択肢が黒色となり選択でき
るようになっているはずだ。データを読み込んだ状態であれば上記の選択肢が選択できるようにな
る。“Save”は上書きを意味するため，既存の Results データから読み込んだデータである必要があ
る。“Save As”は jasp ファイルとして現在の作業段階を保存する。“Export Results”は html ファイ




基本的な解析である 2 つの変数の平均値差の検定 (t 検定) を例として用いていく。その他の解析に
関しても，JASP ではボタンを押すだけで実行可能であるため，大きく戸惑うことはないであろう。










まずは JASP の基本画面 (Figure 3) の上部にある“T-Tests”ボタンを押す。“Independent Sample 
T-Test”(対応のない t 検定), “Paired Samples T-Test”(対応のある t 検定), “One Sample T-Test”(1
サンプルの t 検定)という 3 つの選択肢とともにそれらの選択肢の上に Bayesian という文字が書か
れた合計 6 つの選択肢が表示される。まずは通常の対応のある t 検定を行っていくため，“Paired 
Samples T-Test”を選択する。すると Figure 4 と似た画面が表示される (Figure 9)。
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Figure 9. “Paired Samples T-Test”選択後の画面。
要約統計量と同様に検討したい変数を左のボックスから右のボックスに移す必要がある。今回は
Neuroticism と Extraversion を選択し右のボックスに移そう。するとすぐさま右側の Results の下に t
検定の結果が出力される (Figure 10)。
Figure 10. Neuroticism と Extraversion を右ボックスに移行した後の検定結果に関する画面。
これまでと同様に，効果量 (effect size) や平均値差 (Mean difference) などの必要な情報をチェッ
クボックスによって選択するとすぐさま対応した結果が右側に表示される。作図用のチェックボッ
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クスも用意されている (“Descriptives plots”)。以上で通常の対応のある t 検定に関する解析は終了




 次はベイズ統計の枠組みで，同じ t 検定に取り組んでいこう。もう一度基本画面 (Figure 3) の上
部にある“T-Tests”ボタンを押して，今度は“Bayesian Paired Samples T-Test”を選択してみよう。
 ベイジアン t 検定では，平均値差に関する効果量が 0 という帰無仮説 (H0: δ＝0) と効果量が 0
ではないという対立仮説 (H1: δ≠0) のどちらが支持されるかに関する指標であるベイズファク
ターを算出する。詳細は Rouder, Speckman, Sun, Morey, & Iverson (2009) や Kruschke (2014) などを参
照するとよい。BF10 は値が 1 よりも大きいほど対立仮説を，BF01 は帰無仮説を支持するベイズファ
クターを意味する。また，ベイズ統計においてはマルコフ連鎖モンテカルロ法 (Markov chain Monte 
Carlo method: MCMC) というサンプリングアルゴリズムによりパラメータを推定するため，上述の
t 検定よりも推定に時間がかかる。
 操作自体は最初に“Bayesian Paired Samples T-Test”を開けば，後は通常の対応のある t 検定と同




Agreeableness と Extraversion で同じ画面を表示すると理解しやすいだろう。また，通常の BF は，今
回の結果のように大きな違いが観察されると，非常に大きな値となる (BF10 = 4.959e + 72 と表示さ
れているが，この e は指数表記 (exponent) を意味しており，ここでは 1.0×10 の 72 乗を意味する)。
そこで Log (BF10) にチェックを入れれば解釈しやすい値となって表示される (Log (BF10) = 167.4)。









30-100 Very strong とても強い
>100 Extreme 非常に強い
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(例：松浦, 2016)，現状の JASP では非常に複雑なベイズ統計モデリングは行えないという限界点も
存在する。より発展的な統計モデリングを行いたい場合は，Lee & Wagenmakers (2014) や Kruschke 
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